
独立行政法人国立高等専門学校機構の平成17年度に係る業務の実績に関する評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題

(ｲ)法人化１年目であった昨年度に比して、機構全体としてのスケールメリットを活かそうとする積極的な取

組が進んでいることを評価する。特に、教育課程の編成については、学生の学力を把握するための統一的
な学習到達度試験実施の決定や、卒業生へのアンケート調査等の取組が進められていること、また、教育
を担当する優れた教員の確保、育成については、公募制の徹底、多様な経験のある教員の採用、学位取得
率の向上、高専間教員交流制度の実施等の取組が展開されていることを高く評価する。今後も、これらに
より、高等教育の質の向上に関する取組を継続していくことを期待する。（項目別評価ｐ７～１１参照）

(ﾛ)｢早期体験型教育システムによる技術者の養成｣を担う高専教育は、日本の科学技術・工業の進展にとって

重要である。このため、１５歳人口の減少の中、高い資質を有する学生の確保は、重要かつ喫緊の課題で
あり、受験者数、入学者数の動向分析、広報活動の更なる強化、新たな対策の検討など、機構本部及び各
学校を挙げての意欲的な注意深い対応が必要である。（項目別評価ｐ２～４参照）

②法人経営に関する意見

(ｲ)業務の効率化、集中化については、これまで５５校の国立高等専門学校の各校で行っていた共済事務の一

元化に向けての準備が進むなど、一定の成果が見られる。今後は、更に大胆な共通的業務における効率化
を進めていく必要がある。（項目別評価ｐ１参照）

(ﾛ)業務の効率化については、概ね達成されているものの、今後は、機構内において、財務諸表の分析や各学
校の財務内容の検討を更に進めることにより、それらを機構全体の経営に役立てることが必要である。(全
体意見)

(ﾊ)今後は行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）に基づく総人件費削減計画の達成のため、

具体的な対策の検討が必要である。（項目別評価ｐ２５参照）

全体評価

※「③特記事項」については特になし



項目別評価総表

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置 TOEICの活用状況 A

業務の効率化状況 A 学生による授業評価・学校評価の評価項
目の検討状況

A

経費配分状況 A 「体育大会」や「ロボコン」・「プロコン」・「デ
ザコン」の実施状況 S

業務の効率化、資源配分の状況 Ａ 社会奉仕活動や自然体験活動などの体
験活動状況

A

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の
向上に関する目標を達成するためとるべき措置 教育課程の編成状況 S

１　教育に関する事項 （３）優れた教員の確保

(1)入学者の確保 各国立高専における多様な教員の採用状
況 A

全日本中学校長会等との連携状況 B 人事交流制度の検討状況 S

マスコミを通じた国立高専のＰＲ活動状況 A 優れた教育能力を有する教員の採用状況 A

入学説明会等の実施状況 A 教員の能力向上を目的とした研修会の開
催状況 A

入学勧誘のための資料の作成、頒布状
況

A 各種研修会への教員の参加状況 A

入試方法の改善検討の準備状況 A 顕著な功績が認められる教員や教員グ
ループの表彰状況 A

入学志願者にかかる調査状況 A 教員の国内外研究員への派遣状況 A

入学志願者減少校の分析状況 A 優れた教員の確保状況 S

入学者の確保に関する取組状況 B （４）教育の質の向上及び改善のためのシ
ステム

（２）教育課程の編成等 教材や教育方法の開発状況 A

改組・再編・整備、専攻科の整備方策の
検討状況

A 学生の交流活動状況 A

高等学校段階の教育改革の動向の周知
状況 A 優れた教育実践例の収集・公表状況 A

各学校共通の基幹的科目の修得状況調
査の検討状況 A 高等専門学校機関別認証評価（試行的評

価）の実施状況 Ｓ

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

独立行政法人国立高等専門学校機構の平成１７年度に係る業務の実績に関する評価

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※
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１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

高専のＪＡＢＥＥによる認定審査状況 S 安全管理手帳の内容の検討状況 A

評価作業のためのデータベース構築の検
討状況 A 安全管理のための講習会の実施方法、内

容等の検討状況 A

学生のインターンシップ参加状況 A 長岡工業高等専門学校の学生・教職員の
安全の確保状況

S

効果的なインターンシップの実施の検討
状況

A 長岡工業高等専門学校の代替施設の状
況

A

技術科学大学等との連携状況 A 長岡工業高等専門学校の被災施設復旧
状況 A

ｅ－ラーニングを活用した教育の取組状
況 A 教育環境の整備・活用状況 A

教育の質の向上及び改善のための取組
みの状況

A ２　研究に関する事項

（５）学生支援・生活支援等
研究成果等の各国立高専間での情報交
換会の開催状況 A

国立高専の教職員を対象としたメンタル
ヘルス講習会の開催状況 S 科学研究費補助金応募のためのガイダン

ス開催の体制整備状況 A

学生に対する就学支援・生活支援につい
ての検討状況

A 共同研究、受託研究の実施状況 A

図書館及び寄宿舎の整備状況 A 発明届出件数、特許出願件数、特許取得
件数の状況 A

奨学金制度の活用状況 A 研究成果の知的資産化推進状況 A

学生支援・生活支援状況 A 研究活動の実施状況 A

（６）教育環境の整備・活用
３　社会との連携、国際交流等に関する事
項

コスト縮減を考慮した各高専に見合った
施設・設備プラン策定状況 A 「地域共同テクノセンター」などの整備状

況 A

校舎・実験施設等の老朽度・狭隘化やバリアフリー
への対応などについての調査の実施状況 A 教員の研究分野や共同研究・受託研究の

成果情報の広報状況
A

諸機関におけるリース制導入状況の調査
状況及びコスト等の比較・検討状況 A 満足度アンケート調査の実施状況 A

安全管理マニュアルの作成状況 B 卒業生とのネットワーク作りの検討状況 A

安全衛生管理の有資格者の確保状況 A 学生や教員の海外交流方策の検討状況 A

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※
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１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
外国人留学生に対する研修旅行の検討
状況

A Ⅳ　短期借入金の限度額

社会との連携、国際交流の推進状況 A 短期借入金の状況 A ー

４　管理運営に関する事項 Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画

戦略的かつ計画的な資源配分状況 A 重要財産の処分等の状況 A

学校の管理運営に関する研究会の検討
状況 A Ⅵ　剰余金の使途

一元的な共通システムの導入の進捗状
況 A 剰余金の発生状況

剰余金の使用状況 A

事務職員や技術職員の能力向上を図る
研修会の実施状況

A 剰余金の使途 A

各種研修会への参加状況 A Ⅶ　その他主務省令で定める業務運営に
関する事項

事務職員の国立大学法人、大学共同利
用機関法人との人事交流状況 A １　施設・設備に関する計画

管理運営状況 A 施設・設備の整備状況 A A

５　その他 ２　人事に関する計画

沖縄高専の施設設備整備及び教職員の
配置状況 A （１）方針

沖縄高専の整備状況 A 教職員の人事交流状況 A

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む。）、収
支計画及び資金計画 各種研修会の実施状況 A

１　収益の確保、予算の効率的な執行、
適切な財務内容の実現 （２）人員に関する指標

２　予算 常勤職員の状況 A

３　収支計画
教職員の人事交流状況及び各種研修の
実施状況 A

４　資金計画 ３　設備に関する災害復旧に係る計画

収益の確保状況 A 設備の復旧状況 A

予算の効率的な執行状況 A 被災設備の復旧状況 A

適切な財務内容の実現状況 A

収益の確保、予算の効率的な執行、適切
な財務内容の実現状況

A

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）

区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
収入 支出
　運営費交付金 71,179 69,949 　業務費 82,610 82,849
　施設整備費補助金 3,235 9,416 　　教育研究経費 75,271 65,353
　施設整備資金貸付金償還時補助金 1,245 14,851 　　一般管理費 7,339 17,496
　自己収入 11,599 13,220 　施設整備費 3,235 9,416
　　授業料及び入学金検定料収入 10,991 12,719 　産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 1,419 1,819
　　雑収入 608 501 　長期借入金償還金 1,245 14,851
　産学連携等研究収入及び寄付金収入等 1,506 1,876

　計 88,764 109,312 　計 88,509 108,935
（注）記載金額は，百万円未満を四捨五入して表示

区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
　経常費用 84,696 85,742 　経常収益 85,211 86,298
　　業務費 78,193 79,604 　　運営費交付金収益 67,629 67,282
　　　教育・研究経費 11,145 12,118 　　授業料収益 11,616 12,074
　　　教育研究支援経費 2,477 2,213 　　入学金収益 1,006 1,004
　　　受託研究費 624 738 　　検定料収益 355 345
　　　受託事業費 32 99 　　講習料収益 7 9
　　　役員人件費 115 121 　　受託研究等収益 656 743
　　　教員人件費 41,044 42,257 　　受託事業等収益 37 99
　　　職員人件費 22,753 22,056 　　補助金等収益 3 217
　　一般管理費 6,493 6,129 　　寄附金収益 733 764
　　財務費用 8 8 　　施設費収益 792 1,306
　　雑損 0 0 　　資産見返負債戻入 1,740 1,940

　　財務収益 0 0
　　雑益 629 509

　臨時損失 6,715 507 　臨時利益 6,702 12

（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示 純利益 502 61
目的積立金取崩額 -         -        
総利益 502 61

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 72,724 81,850 　業務活動による収入 86,786 85,163
　投資活動による支出 4,738 41,666 　　運営費交付金収入 71,178 69,949
　財務活動による支出 58 114 　　授業料収入 9,630 11,372

　　入学金収入 992 1,003
　　検定料収入 355 345
　　講習料収入 7 9
　　受託研究等収入 701 767
　　受託事業等収入 38 82
　　補助金等収入 4 248
　　寄附金収入 2,018 742
　　預り科学研究費補助金収入 703 0
　　その他の預り金収支差額 530 115
　　その他の収入 624 525
　　利息及び配当金の受取額 0 0
　投資活動による収入 3,269 41,744
　　奨学貸付金の回収による収入 5 2
　　定期預金の払戻による収入 29 32,325
　　施設費による収入 3,234 9,416
　財務活動による収入 -         -        

　計 77,521 123,631 　計 90,055 126,908
（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示
【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）

区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
資産 負債
　流動資産 12,830 16,072 　流動負債 18,605 16,872
　固定資産 285,518 281,875 　固定負債 17,691 10,572

　負債合計 36,296 27,444
資本
　資本金 278,385 278,680
　資本剰余金 -16,835 -8,740
　利益剰余金 502 563
　（うち当期総利益） 502 61

　資本合計 262,052 270,503
　資産合計 298,349 297,948 負債資本合計 298,349 297,948
（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）（単位：百万円）

区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
Ⅰ　当期未処分利益
　当期総利益 502 61
　前期繰越欠損金 -         -        

Ⅱ　利益処分額
　積立金 49       -        
　独立行政法人通則法第４４条第３項により
　主務大臣の承認を受けようとする額
　　教育研究・福利厚生・地域貢献充実積立金 452 61

（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）

職種※ １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
教員 3,927 3,943
その他職員 2,730 2,703

※職種は法人の特性によって適宜変更すること
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

Ⅰ．業務運営の効率化に関する
目標を達成するためとるべき措
置

　事務の一元化等を図りつつ新たな常勤職員の削減計画の策定をすることや継
続雇用制度を活用して人件費を削減することなどの基本方針を定め、現在、具
体化に向けて検討を行っている。
　業務運営に当たっては管理業務の効率化を引き続き推進し、１％の効率化を
図った。
　なお、５５の国立高等専門学校が１つの法人にまとめられたスケールメリッ
トを生かし業務の簡素化・効率化を図るため、業務改善委員会において検討を
行い、資金管理、学納金収納業務等の一元化や旅費業務，調達業務の簡素化・
合理化を行うための具体的な改善策の検討を行った。
　また、経費の配分に当たっては効率化係数１％への対応として管理運営費を
削減し、教育にかかる経費を前年度同額を確保したほか、各校のニーズを踏ま
えた重点配分を行った。

　業務の効率化、資源配分の状況について
は、以下の事項について自己評価を行っ
た。

①　業務の効率化状
況

　平成１６年度末に決定した人員削減基本方針に基づいて、平成１７年度は基
本方針をより具体化させるため、平成１８～２０年度における削減人員数と時
期を決定し、平成１８年４月より、削減を実施している。また、「行政改革の
重要事項」（平成１７年１２月２５日閣議決定）における人件費５％以上の削
減に対応するため、平成１８年３月には、事務の一元化等を図りつつ新たな常
勤職員の削減計画の策定をすることや継続雇用制度を活用して人件費を削減す
ることなどの基本方針を定め、現在、具体化に向けて検討を行っている。
　各学校においては、１％の効率化に対応するため、管理業務の合理化計画
（事務経費、光熱水料、刊行物等の見直し）を引き続き推進した。
　また、各学校で行っている各種業務について、５５の国立高等専門学校が一
つの法人にまとめられたメリットを生かし、事務の簡素化・効率化を行うた
め、平成１７年９月に業務改善委員会を設置し、庶務部門、会計部門において
具体的な改善策の検討を開始した。
＜平成17年度業務改善委員会において検討された事項＞
【「庶務部門」における検討事例】
共済事務（長期・短期）の一元化について、給与関係規則の柔軟化、各種手当
の認定方法や書式の見直しについて、多様な勤務形態の導入や事例集の作成に
ついて、兼業の取扱いの見直しについて、任期付き採用を含む教職員の多様な
採用方法について、各種研修の見直しや自己啓発支援制度の導入について、懲
戒処分権限と処分手続き等の確立について
【「会計部門」における検討事項例】
資金管理の一元化、学納金の収納業務の一元化、窓口収納の廃止、旅費業務の
アウトソーシング、事務用品消耗品・用紙類等の一括契約
　特に庶務部門において検討された共済事務一元化については、現在の法人内
にある５５共済支部を、１支部に廃止・統合を行うこととし、平成１８年４月
に共済支部統合に向けた準備室を設置、平成１９年４月実施を目途に現在その
準備に着手している。その他の案件についても、引き続き検討を行っており、
順次、可能な事項から具体化していく予定である。

　人員削減基本方針に基づき、平成１８年
度から２０年度における削減人員数と時期
を決定し、人件費５％削減及び効率化係数
１％への対応として、管理業務の合理化を
推進したことに加え、更なる事務の簡素
化・効率化を目指し、共済業務の一元化に
ついて検討を開始したことは評価できる。

②　戦略的かつ計画
的経費配分状況

　経費の配分については、役員会において次の配分方針を定めた。

　各高専それぞれの特色を生かした運営が可能となるよう、各高専の裁量を勘
案しつつ業務の継続性及び円滑な実施に配慮するとともに、各高専のニーズを
踏まえ予算上のスケールメリットを生かした効果的な資源配分を行うことと
し、特に次の点に配慮して重点的な配分を行うこととする。

１　教育環境の整備のための施設・設備の整備の推進
２　教育の質の向上及び教員の教育力の向上への取組の推進
３　学生支援・生活支援の充実
４　地域社会との連携・国際交流の推進
５　研究の充実
６　その他各高専の特色ある取組
　また、災害・事故等緊急に対応が必要な場合は、最大限の支援を行うものと
する。

　この方針に従い、具体には、効率化１％への対応として、教育に係る経費は
対前年度同額を確保し、その転嫁方策として、管理運営費を２％削減し経費配
分を行った。
　また、各学校のニーズを踏まえ、予算上のスケールメリットを生かして、教
育環境の整備のための施設・設備の整備、教育の質の向上及び教員の教育力の
向上への取組、学生支援・生活支援の充実等に配慮して重点的な配分を行っ
た。

　役員会において決定した予算配分方針に
従い、効率化係数１％への対応において、
教育経費について対前年度同額を確保し管
理運営費を２％削減したこと、各学校の
ニーズを踏まえたうえでスケールメリット
を生かした重点配分を行った点は評価でき
る。

Ａ

中期計画
（年度計画）

　高等専門学校設置基準により
必要とされる最低限の教員の給
与費相当額及び各年度特別に措
置しなければならない経費を除
き、運営費交付金を充当して行
う業務については、中期目標の
期間中、毎事業年度につき１％
の業務の効率化を図る。
　55の国立高等専門学校が１つ
の法人にまとめられたスケール
メリットを生かし、戦略的かつ
計画的な資源配分を行う。
(年度計画）
　運営費交付金を充当して行う
業務については、業務の効率化
を進め、高等専門学校設置基準
により必要とされる最低限の教
員の給与費相当額及び当年度特
別に措置しなければならない経
費を除き、１％の業務の効率化
を図る。
　また、各国立高等専門学校が
それぞれの特色を活かした運営
を行うことができるよう経費の
戦略的かつ計画的な配分を引き
続き行う。

委員による評価

○業務の効率化については平成１
７事業年度決算において、対前年
度比１．１％削減されており、中
期計画が十分に達成されているも
のとして評価する。

○５５校の国立高等専門学校が１
つの法人にまとめられたスケール
メリットについては、法人化２年
目に当たり、各校の事務体制を３
課から２課にすることを決定した
ことや、業務改善委員会における
検討が行われたことにより、共済
事務の一元化が決定したこと、統
合図書館システムの導入に向けた
取組が進んだこと、及び高等専門
学校学生に特化したメンタルヘル
ス研究会を機構として開催したこ
とについて評価する。

○資源配分については、機構とし
て予算執行の際の重点方針を定
め、各学校への予算経費の配分に
当たり管理運営費相当額を２％削
減することにより教育に係る経費
相当額を確保するなど工夫したこ
とについて評価する。

○スケールメリット
については、平成１
８年度以降の事務一
元化の進捗に応じ
て、その具体的な効
果を把握する必要が
ある。

Ａ

評価項目

業務の効率化、資源配分の
状況

平成１７事業年度独立行政法人国立高等専門学校機構に係る業務の実績に関する評価（項目別評価）

機構による自己評価

1



指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

Ⅱ．国民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に
関する目標を達成するためとる
べき措置

１　教育に関する事項
 　機構の設置する各国立高等
専門学校において、別表に掲げ
る学科を設け、所定の収容定員
の学生を対象として、高等学校
や大学の教育課程とは異なり
中学校卒業後の早い段階から実
験・実習・実技等の体験的な学
習を重視した教育を行い、製造
業を始めとする様々な分野にお
いて創造力ある技術者として将
来活躍するための基礎となる知
識と技術、さらには生涯にわ
たって学ぶ力を確実に身に付け
させるため、以下の観点に基づ
き各学校の教育実施体制を整備
する。

（１）入学者の確保

　入学者選抜に関する事項を検討する委員会として、年度毎の入学試験の実施
及び入学試験問題の作成に関する事項について調査審議を行うことを目的とし
た「入学試験運営委員会」、中期的な入試方法の改善について検討を行うこと
を目的とした「入試方法の改善に関する委員会」の二つの委員会を設置した。
　「入学試験運営委員会」においては、全国統一の学力検査問題の作成、志願
者等に対し適切な入試情報を提供するための統一的な取扱いの決定等を行っ
た。
　「入試方法の改善に関する委員会」においては、改善方策の検討を進めるた
めの基礎資料として、様々な観点から各学校の現況の整理を行った。

　入学者の確保に関する取り組み状況につ
いては、以下の事項について自己評価を
行った。

①-1　全日本中学校
長会等との連携状況

　国立高等専門学校の特徴や国立高等専門学校機構の設立などの内容が掲載さ
れた広報資料を活用し、国立高等専門学校をよく知らない中学生及び保護者に
対して理解を促すとともに、入学志願者の増加を図ることとした。
  全国各高専近隣地域の教育委員会や中学校などに広報資料を持参・説明また
は送付することによって、当該地域の中学生やその保護者、学校関係者に対し
ての理解の促進を図るとともに、一方、それらの中央組織である中学校長や中
学校PTAなどの全国的な組織である全日本中学校長会，日本ＰＴＡ全国協議会
を直接訪問して高等専門学校への理解の促進を図るための方策について意見交
換を行った。
  また、各学校において、それぞれの地域における中学校長会等に参加するな
ど連携を深め、高等専門学校への理解の促進を図った。
　・所在地域の校長会等に参加し、意見交換を行っている：２２校
　　（前年度１７校）
　・所在地域の校長会の会長等に対し、学内委員会の構成員を委嘱して
　　いる：５校（前年度４校）

　各学校において、近隣地域の中学生及び
保護者に対する広報活動や、地域の中学校
長会との連携を図り志願者の増加に努めた
ほか、機構としても全日本中学校長会及び
日本ＰＴＡ全国協議会を直接訪問し、高等
専門学校への理解促進を図るための方策に
ついて意見交換を行い全国組織との連携を
図ることができた。

①-2　マスコミを通
じた広報状況

（１）「アイデア対決全国高等専門学校ロボットコンテスト」、「全国高等専
門学校プログラミングコンテスト」「全国高等専門学校デザインコンペティ
ション」等にかかる広報・報道資料を報道各社に対し、送付・持参や説明を行
い、ニュース番組等で放映された他、「アイデア対決全国高等専門学校ロボッ
トコンテスト」については、全国大会、地区大会ともにＮＨＫで放映された。
　　　なお、各学校においても報道機関との連携に努め、学生の活動、教員の
教育・研究活動、学校としての取り組みなど多様な報道が行われ、高専の教育
活動を広く社会にアピールした。
    （新聞報道　約４００件、テレビ放送　約３０件、その他　２０件）
（２）平成１６年度に開設した国立高等専門学校機構ホームページについて、
各学校の最新の話題等について情報提供を開始するなど内容の充実を図った。

　「ロボコン」等イベントを通じてマスコ
ミに対して国立高等専門学校のＰＲ活動を
行うとともに、高専機構のホームページを
活用し情報発信を行った。各学校において
も地域の報道機関と連絡を密にすることに
より、教育研究活動の成果や特色ある取り
組みについて報道された。

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
中期計画

（年度計画）

入学者の確保に関する取組
状況

①  中学校長や中学校PTAなど
の全国的な組織との関係を緊密
にするとともに、進学情報誌を
始めマスコミを通した積極的な
広報を行う。
（年度計画）
①　全日本中学校長会などと連
携を深め、国立高等専門学校へ
の理解の促進を図るとともに、
マスコミを通じ広く国立高等専
門学校のＰＲ活動を行う。

Ａ ○全日本中学校長会や日本ＰＴＡ
全国協議会との意見交換や、各学
校においても学生の活動、教員の
活動、学校としての取組に関して
マスコミを通じた広報活動を積極
的に行い、更に、入学説明会の開
催や広報資料の作成も盛んに行わ
れている点を評価する。

○特に、中学生向け広報資料につ
いては、高専在学生の意見を取り
入れた新たなパンフレットの作成
が進んでいることを評価する。

○しかし、これらの努力にも関わ
らず、平成18年度入学志願者数は
18,050人と中期計画を下回ってい
ることから、受験者数、入学者数
の動向分析、広報活動の更なる強
化、新たな対策の検討など、機構
本部及び各学校を挙げての注意深
い対応が必要である。

Ｂ
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

②　中学生が国立高等専門学校
の学習内容を体験できるような
入学説明会、体験入学、オープ
ンキャンパス等の充実を支援す
る。
（年度計画）
②　各国立高等専門学校におけ
る入学説明会、体験入学、オー
プンキャンパス等のうち、特色
ある取り組みについて、各学校
に周知するとともに、その成果
を分析する。

②　入学説明会、体
験入学、オープン
キャンパス等の実施
状況

（１）各学校において、次のとおり入学説明会等を実施した。
　ア　体験入学、オープンキャンパス
　　　　実施校数５５校、延べ回数約１６０回
　　　　参加者数：中学生約２万１千人、保護者約８千人、教諭約１千人
　イ　中学生、保護者、中学校教諭対象の説明会
　　　　実施校数５５校、延べ回数約１，４００回
　　　　参加者数：中学生約４万１千人、保護者約１万５千人、
　　　　教諭約５千人
　ウ　中学校訪問
　　　　実施校数５４校、訪問校数約９千校
　　　　（うち２回訪問校数約７００校）
　エ　小中学生向けの公開講座等
　　　その他小中学生向けの公開講座、訪問実験、出前授業、科学教室、
　　ロボット競技会（ミニロボコン等）などを通して、小中学生が高専学
　　生の教育・研究活動や学習内容を直接体験できる事業や科学への関心
　　を育む事業を行った。
　　　延べ実施回数約５６０回、参加者数：約１万６千人

（２）「入試方法の改善に関する委員会」及び「広報委員会」において、各学
校の取り組みの充実に資するよう、各学校における入学説明会等の取り組み事
例を整理し、各学校に対し、周知した。

　各学校において、体験入学やオープン
キャンパスなど特色ある入学説明会を実施
し、小中学生向けの公開講座や出前授業に
ついても積極的に展開した。なお、特色あ
る取組事例を各学校で共有できるように、
整理のうえ周知し更なる改善に資すること
ができた。

③　中学生やその保護者を対象
とする各学校が共通的に活用で
きる広報資料を作成する。
（年度計画）
③　中学生及びその保護者を対
象としたパンフレット「高専っ
て何？」を中学校に配布する。

③　中学生やその保
護者を対象とする各
学校の共通活用広報
資料の作成状況

（１）全高専共通の入試広報資料「高専って何？」を４万５千部作成し、各学
校における入学説明会、体験入学、オープンキャンパス等において配布すると
ともに、「アイデア対決全国高等専門学校ロボットコンテスト」、「全国高等
専門学校プログラミングコンテスト」、「全国高等専門学校デザインコンペ
ティション」等の機会を通じて配布し高等専門学校に対する理解の普及を図っ
た。
　＊「高専って何？」は、国立高等専門学校の成り立ち、教育内容、年間行
事、学生生活、進路・就職等の情報を掲載しており、国立高等専門学校に在学
する学生が中心となって作成したものである。
　

（２）各学校において、各学校の特色を掲載した各学校のパンフレットやビデ
オなどの入試広報資料を作成し、入学説明会、体験入学、オープンキャンパス
等で配付した。
 　 平成１７年度　パンフレット　１１２種類  　　８３７千部
　 　 　　　　　　リーフレット　　４１種類  　　６３４千部
　　　　　　　　　ポスター　　　　４８種類  　　　４２千部
　　　　　　　　　ビデオ　　　　　１０種類 　　　　 ２千部
       　        その他　　　　　１１種類  　　　８４千部
　　　　　　　　　(説明会用簡易資料等）
                 合　計       ２２２種類  １，５９９千部

　現役の国立高等専門学校の学生が作成し
た、中学生に親しみやすい全高専共通の入
試広報資料「高専って何？」と各学校の特
色を掲載した各学校独自の入試広報資料を
併せて活用することにより、国立高等専門
学校に対する理解と関心を深めることがで
きた。

評価項目
中期計画

（年度計画）

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

④　ものづくりに関心と適性を
有する者など国立高等専門学校
の教育にふさわしい人材を的確
に選抜できるように入試方法の
在り方の改善を検討する。
（年度計画）
④　「企画委員会」の下に設置
された「入試方法の改善に関す
る委員会」において、入試方法
の改善の検討を行う。

④　入試方法の在り
方の改善検討状況

　入学者の学力水準を維持しつつ、高等専門学校の教育にふさわしい人材を的
確に選抜できるよう中期的な入試方法の改善について検討を行うことを目的と
して企画委員会の下に「入試方法の改善に関する委員会」を６月に設置し、同
委員会を２回開催した。
　同委員会において、学力水準の維持に関する方策、入学者選抜方法の工夫・
多様化、高等専門学校の魅力の充実方策等について、様々な観点から各学校の
現況を整理のうえ、検討を進めているところである。今後、具体的な方策を取
りまとめ、各学校に周知する予定である。
　また、同委員会における検討と併行し、各学校においても、それぞれの学校
の教育にふさわしい人材を選抜するためのアドミッション・ポリシー（入学者
受入方針）を策定するなど、入学者選抜方法の改善を図っている。
（アドミッション・ポリシーについては平成１６年４月から学生受け入れを始
めた沖縄高専を除く５４校が策定済（平成１８年４月現在））

　「入試方法の改善に関する委員会」を開
催し、学力水準の維持方策、入学者選抜方
法の工夫・多様化について検討を進めた。
各高専においてもアドミッションポリシー
の策定など入学者選抜方法の改善を進め
た。

⑤-1　入学者の学力
水準の維持に関する
取組状況

　入試方法の改善に関する委員会において、学力水準の維持に関する方策の検
討を進めるための基礎資料として、各学校における取り組み状況を整理した。
多くの学校において、入学直後に基礎学力を把握するためのテストを実施し、
その結果を教育指導に活用しているところである。

　学力水準の維持に関し、多くの学校にお
いて、入学直後に基礎学力を把握するため
のテストを実施し、その結果を教育指導に
活用していることは評価できる。

⑤-2　入学志願者数
の状況

　平成１８年度の入学志願者に係る調査を実施した。
　平成１８年度入学者選抜においては、前年度に引き続き、全国的な中学校卒
業者数の減少の影響を受け、中学校卒業者数の減少率とほぼ同様の対前年度比
３．０％(５５３人）の減少となった。なお、中学卒業者に占める入学志願者
の割合については、１．５％程度を維持している。また、学校毎の入学志願者
数の増減の状況を比較すると、平成１７年度においては、対前年度増加校が１
６　校、減少校が３９校であるのに対し、平成１８年度においては増加校が２
４校、減少校が３０校となっており、増加校が増えている。今後、増加校にお
ける取り組みを減少校においても参考とし、入学志願者の確保に向けた取り組
みの充実を図る予定である。

　全国の高専の入学志願者に係る状況につ
いて詳細な調査を行った。全体の入学志願
者数については、中学校卒業者数の減少を
受けて減少している。学校毎の増減状況と
しては、昨年度に比べ増加校が増えた。増
加校の取り組み事例については、減少校で
も参考とし充実を図ることが可能となっ
た。

⑤　入学者の学力水準の維持に
努めるとともに、入学志願者の
減少率を15歳人口の減少率より
も低い５％程度に抑え、中期目
標の最終年度においても全体と
して18,500人以上の入学志願者
を維持する。
（年度計画）
⑤　入学志願者の学力水準の維
持のため、入学志願者にかかる
調査を行い、入学志願者が減少
した学校若しくは学科の分析を
行い、改善策を検討する。

中期計画
（年度計画）

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

（２）教育課程の編成等

　社会の要望、各学校の検討状況を踏まえながら改組・再編・整備、専攻科の
整備方策等について検討を開始した。各学科の垣根を越え、専門領域に応じた
教員の教育グループの編成により、従来の枠にこだわらない新しい教育体制の
整備を検討している。専攻科修了要件としてのＴＯＥＩＣの活用、学生による
授業評価を評価報告書として取りまとめ講義能力向上研修会等で活用した。

　教育課程の編成状況については、以下の
事項について自己評価を行った。

①  産業構造の変化や技術の進
展、社会の要望等を把握し、学
科構成を見直し、改組・再編・
整備や専攻科の整備の方策を検
討するため、外部有識者や各学
校の参画を得た調査研究とその
成果を活用する。
（年度計画）
①　「企画委員会」を中心に、
今後の高等専門学校の整備の在
り方について産業界や関係者の
意見を踏まえつつ調査研究を進
める。

①　外部有識者や各
学校の参画を得た調
査研究を活用した改
組・再編・整備、専
攻科の整備方策の検
討状況

（１）企業人事担当者、高専卒業生、中学３年生を持つ父母に対し、それぞれ
高専の現状、認識、要望等についてアンケートを実施し、「今後の高専のあり
方に関する調査＜報告書＞」を取りまとめ、今後の高等専門学校の整備の在り
方について調査研究を行った。

（２）同報告書を参考とし、平成１８年３月「企画委員会」の下に１５歳人口
の減少傾向の長期化や厳しい行財政事情の中で、今後、高専のポテンシャルを
維持・向上するためにはどういう方向で整備すべきかについて検討する「今後
の高専の在り方検討小委員会」を設置することを役員会で決定し、具体的検討
に着手した。

　社会から見た高専の現状、認識、要望等
についてアンケートを実施し、報告書とし
て取りまとめ、調査研究を行ったことは評
価できる。
　また、平成１７年１２月に閣議決定され
た総人件費の５％削減に対する対応につい
て「今後の高専のあり方に関する調査＜報
告書＞」の結果を参考として、「今後の高
専の在り方検討小委員会」を設置すること
を決定し、具体的な検討に迅速に着手する
ことができた。

②　高等学校段階における教育
改革の動向を把握し、その方向
性を各学校に周知する。
（年度計画）
②　各国立高等専門学校に対し
て、高等学校段階の教育改革に
かかる答申・報告書等を送付
し、周知を図る。

②　高等学校段階の
教育改革の動向の周
知状況

　企画委員会、入試方法の改善に関する委員会等において、文部科学省におけ
る高等学校段階の教育改革の動向や、各都道府県における公立高校の将来施
策・受験生確保方策の動向を収集し、その資料等を踏まえ、高専の在り方、入
試方法の改善等について検討を進めているところである。

　教育改革の動向や、各都道府県における
公立高校の将来施策・受験生確保方策の動
向について収集し、企画委員会、入試方法
の改善に関する委員会において検討を進め
ている。

中期計画
（年度計画）

評価項目

教育課程の編成状況

Ｓ

機構による自己評価

○特に学生の学力把握について
は、学習到達度試験を実施するた
め、「学習到達度試験実施要項骨
子」を定め、数学について平成１
９年１月に試行試験を行うことを
決定したことを、高く評価する。

○このほか、多くの学校で既に卒
業生に対するアンケート調査が行
われており、機構としても卒業生
を含めた学生による適切な授業評
価・学校評価の導入のため、統一
的な卒業生対象のアンケート調査
準備が順調に進んでいるものとし
て評価する。

○また、公私立高等専門学校と協
力した全国的なコンテストも盛況
であり、その１つである全国高等
専門学校プログラミングコンテス
トにおいて、外国の大学のオープ
ン参加を促進したことは、大会の
活性化をもたらしている。

○上記を含めて報告のとおり評価
する。

Ｓ

委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

③-1　基幹的科目に
ついての学力等の調
査方法の検討・導入
状況

　教育・ＦＤ委員会において、教育課程の改善に資する学生の学力等の調査方
法について検討を進め、平成１８年度から高等専門学校教育の基礎となる科目
の学習到達度を調査し、高等専門学校における教育内容・方法の改善に資する
とともに、学生自らが自己の学習到達度を把握することを通じて学習意欲を喚
起し主体的な学習姿勢の形成を促すことを目的として「学習到達度試験」を実
施することとし、専門部会の設置、実施時期、対象者、出題範囲等を内容とす
る「学習到達度試験実施要項骨子」を定めた。
　【学習到達度試験実施要項骨子の主な内容】
・試験の実施体制
教育・ＦＤ委員会の下に「学習到達度試験実施専門部会」を置き、実施要項の
制定、試験日時の設定、学習到達目標の設定、試験問題の作成、試験結果の分
析・評価等を行う。
・試験の実施時期
平成１９年１月に「数学」の試行テストを実施し、その結果を踏まえ、平成１
９年度以降に「数学」、「物理」及び「化学」の３科目の試験の本格実施を目
指す。
・試験の対象者
平成１８年度においては、第三学年に在籍する者を対象とする。
・試験の出題範囲
出題範囲は、高等専門学校第三学年までに標準的に履修する範囲とする。
・データ等の取扱い
参加校には、到達度試験の分析・評価結果、当該校の受験した学生の個人成績
データ、最高点、最低点、平均点、得点分布、標準偏差、及び設問ごとの正答
率等のデータを提供する。
学生には、本人の得点及び最高点、平均点、得点分布等を通知する。

　高等専門学校における教育内容・方法の
改善に資するとともに、学生自らが自己の
学習到達度を把握することを通じ、主体的
な学習姿勢の形成を促すことを目的とし
た、学習到達度試験を実施することとし
「学習到達度試験実施要項骨子」を定め実
施に向けて具体的な検討を進めた。

③-2　TOEIC等の活
用状況

　全高専において、ＴＯＥＩＣを活用した授業を導入しており、専攻科の修了
要件として、４００点程度以上の取得を学生に課すなど、全高専でＴＯＥＩＣ
の活用が図られている。
　各学校においては、英語力の　修得のためのトレーニング用ｅ－ランニング
システムやＣＡＬＬ語学教育システムの利用により語学力の向上を図ってお
り、着実な成果が得られている。

　全高専において、ＴＯＥＩＣを活用した
授業や専攻科の修了要件等でＴＯＥＩＣが
活用されており、各学校における語学力の
向上を促している。

④　卒業生を含めた学生による
適切な授業評価・学校評価の方
法の開発について検討し、その
導入を図る。
（年度計画）
④　学生による授業（教員）評
価についてのアンケート調査結
果を分析し、評価結果の効果的
な還元方法について検討を進め
る。
　また、学生（在学生・卒業
生）による学校評価の意義と効
果についてアンケート調査を実
施する。

④　卒業生を含めた
学生による授業評
価・学校評価の方法
の開発の検討・導入
状況

（１）卒業生を含めた学生による授業評価・学校評価については、各高専で行
われた学生による授業評価や評価結果の授業への反映方法等授業評価にかかる
実施状況並びに検討状況を調査するとともに、卒業生による学校評価アンケー
トの設問文例集を取りまとめた。
　また、更に調査を進めその調査結果を基に、学生による適切な授業評価の在
り方や実施方法等について調整検討を進める。
（２）学生による授業評価は全校で実施しており、具体的な活用例としては、
学生による授業評価の詳細を数値化することにより相対化し、その結果を授業
担当者にフィードバックするのみならず、その評価に対する対応を評価報告書
として作成した。もう一方では、評価結果を受けて、講義能力向上研修会、担
任業務研修会を開催した。

　卒業生による学校評価アンケートの設問
文例集を作成するとともに、学生による授
業評価の詳細を数値化することにより相対
化し、その評価に対する対応を評価報告書
として作成し適切な評価項目等の検討が進
んだ。

中期計画
（年度計画）

③　各分野において基幹的な科
目について必要な知識と技術の
修得状況や英語力を把握し、教
育課程の改善に役立てるため
に、学力や実技能力の調査方法
を検討し、その導入を図る。ま
た、英語については、TOEICな
どを積極的に活用する。
（年度計画）
③　学生の学習達成度を測定す
るための取組・計画のアンケー
トの調査結果をもとに、各学校
共通の学力テストの実施につい
て準備を進める。
　また、各学校における英語教
育の充実に対する支援を行う。

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑤　公私立高等専門
学校と協力した全国
的な競技会・コンテ
ストの実施状況

　高専の教育活動の特性を生かした全国的な競技会やコンテストを実施するこ
とにより、学生の学習意欲の向上や高等専門学校のイメージの向上に資してい
る。

（１）全国高等専門学校体育大会：略称「体育大会」
　地区の高専体育大会を勝ち抜いてきた学生が集い、１４競技種目を競う「第
４０回全国高等専門学校体育大会」が関東信越地区の高等専門学校及び神戸市
立工業高等専門学校を開催校として行われ、５４国立高専の学生が参加した。
　【開催時期】
　平成１７年８月３日（水）～１４日（日）（野球やテニスほか１３種目）
　平成１８年１月４日（水）～　９日（月）（ラグビーフットボールのみ）
　【参加校数】　６１校（国立５４校、公立４校、私立３校）
　【参加者数】　約３，０００人

　高専生のスポーツ精神の向上を図る「体
育大会」及び高専生の独創的想像力、実践
力、技術力を育成する「ロボコン」、「プ
ロコン」及び「デザコン」が盛況に開催さ
れた。今回のプロコンにはハノイ工科大学
（ベトナム）とモンゴル科学技術大学の学
生がオープン参加し学生の国際交流も図る
ことができた。

（２）アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト：略称「ロボコ
ン」
　ロボットの設計や制作を通じ、高専学生の創造力や開発力を競う「アイデア
対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト２００５」は、平成１７年１０月
１６日（日）～１１月１３日（日）に全国８地区において地区大会が実施さ
れ、国立高専からは全５５校１１０チームが参加した。
　また、平成１７年１２月４日（日）に国技館において実施された全国大会に
おいては、国立高専２２校２２チームが出場し、ロボコン大賞を東京工業高等
専門学校が、優勝を津山工業高等専門学校が獲得した。
　【実施時期】
　　　平成１７年１０月１６日（日）～１１月１３日（日）（地区大会）
　　　平成１７年１２月４日（日）（全国大会）
　【実施会場】　国技館（全国大会）
　【参加校数】　６３校（国立５５校、公立５校、私立３校）
　【参加者数】　約１，０００人
　【観客者数】　約４，０００人（全国大会）
（３）全国高等専門学校プログラミングコンテスト：略称「プロコン」
　プログラミングを通じて、高専学生の情報処理技術における優れたアイデア
と実現力を競う「全国高等専門学校第１６回プログラミングコンテスト」は、
米子工業高等専門学校を主管として平成１７年６月２５日（土）～２６日
（日）に東京都立工業高等専門学校を会場に予選（書類選考）を行い、平成１
７年１０月９日（日）～１０日（月）に米子コンベンションセンターにおいて
本選が行われた。
　大会は、与えられた課題テーマに沿った独創的な作品を対象とした「課題部
門」（テーマ：街に活きているコンピュータ）、参加者の自由な発想で開発さ
れた独創的な作品を対象とした「自由部門」、コンピュータを用いて画像の断
片を解く「競技部門」（テーマ：ハートを捜せ！）の３部門から開催され、
「課題部門」は鳥羽商船高等専門学校が、「自由部門」は津山工業高等専門学
校が、「競技部門」は久留米工業高等専門学校がそれぞれ最優秀賞や優勝にあ
たる文部科学大臣賞を受賞した。
　また、今回の大会はハノイ工科大学（ベトナム）とモンゴル科学技術大学の
学生が「課題部門」と「競技部門」にオープン参加し、プロコンの一層の国際
化が図られた。
　【実施時期】
　　平成１７年６月２５日（土）、２６日（日）（予選（書類選考））
　　平成１７年１０月９日（日）、１０日（月）（本選）
　【会　　場】　米子コンベンションセンター（本選）
　【参加校数】　５９校（国立５３校、公立３校、私立３校）
　【参加者数】　約３５０人
　【観客者数】　約６５０人
　【応募作品数】　課題部門４４作品、自由部門４２作品、競技
　　　　　　　　　部門５９作品

（４）全国高等専門学校デザインコンペティション：略称「デザコン」
　土木、建築、環境系の学科の学生によって生活環境関連のデザインや設計等
を競う「全国高等専門学校デザインコンペティション２００５」は、明石工業
高等専門学校を主管として平成１７年９月２０日（火）～２１日（水）及び２
４日（土）に予選を行い、平成１７年１１月１８日（金）～１９日（土）に明
石市立産業交流センターにおいて本選を行った。
　大会は、３セッションから構成され、「構造デザインコンペティション」で
は、木製で作成した単純梁形式の構造体の耐荷性能等を競うブリッジコンテス
トが実施された。
　また、「環境デザインコンペティション」では、「水辺の共生空間」をテー
マに魅力的な水辺の構想を提案するポスタープレゼンテーションが実施され、
「プロポーザルコンペティション」では、「癒しの避難所シェルター」をテー
マに避難所生活の快適化を図るシェルターの提案が競われた。
　大会の結果は、「構造デザインコンペティション」において豊田工業高等専
門学校がグランプリ（文部科学大臣賞）を獲得するとともに、「環境デザイン
コンペティション」及び「プロポーザルコンペティション」においても豊田工
業高等専門学校の学生が最優秀賞を受賞した。
　【開催時期】
　　平成１７年９月２０日（火）～２１日（水）、２４日（土）（予選（書
　　　類選考））
　　平成１７年１１月１８日（金）～１９日（土）（本選）
　【参加校数】　３０校（国立２６校、公立１校、私立３校）
　【参加者数】  約３００人
　【観客者数】  約３５０人
　【応募作品数】　構造デザイン４５作品、環境デザイン２１５作品、
　　　　　　　　　プロポーザル８８作品

委員による評価
中期計画

（年度計画）

評価項目 機構による自己評価

⑤　公私立高等専門学校と協力
して、スポーツなどの全国的な
競技会やロボットコンテストな
どの全国的なコンテストを実施
する。
（年度計画）
⑤　学生の意欲向上や高等専門
学校のイメージの向上に資する
「全国高等専門学校体育大会」
や、「全国高等専門学校ロボッ
トコンテスト」、「全国高等専
門学校プログラミングコンテス
ト」、「全国高等専門学校デザ
インコンペティション」等の全
国的な競技会やコンテストを実
施する。

7



指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑥　高等学校段階におけるボラ
ンティア活動などの社会奉仕体
験活動や自然体験活動などの
様々な体験活動の実績を踏ま
え、その実施を推進する。
（年度計画）
⑥　各国立高等専門学校におけ
るボランティア活動など社会奉
仕体験活動や自然体験活動など
の様々な体験活動への参加実績
や取り組み状況を踏まえ、その
実施の推進方策を検討する。

⑥　社会奉仕活動や
自然体験活動などの
体験活動の実施状況

　「課外活動委員会」において、社会奉仕体験活動や自然体験活動に係る各学
校での取組み状況や推進策を基に、今後高専機構として取り組むべき推進方策
について検討を行い、各学校での取組み状況をまとめた一覧を全高専へ周知
し、実施の推進を図った。
　なお、平成１７年度は全国国立高専のうち約９割にあたる５１校で約２１，
０００人の学生が近隣地域の清掃や募金活動などの社会奉仕体験活動に参加す
るとともに、自然体験活動についても４８校で約１１，０００人の学生が合宿
研修でのオリエンテーリングやスキー研修など自然に触れる活動の機会を得
た。

　社会奉仕活動や自然体験活動の各高専の
取り組み状況について取りまとめ周知する
ことにより、実施の推進を図ることができ
た。

（３）優れた教員の確保

　教員の採用については、他の教育機関での教育経験者や企業現場での経験者
など、高等教育における即戦力となる人材を幅広く確保することと相まって学
校全体の教育力の維持向上を図るために、従前より各学校とも原則公募制を導
入し、多様な経験を持つ者を採用するように考慮している。

　優れた教員の確保状況については、以下
の事項について自己評価を行った。

①　多様な背景を持つ教員組織
とするため、中期目標の期間中
に、公募制の導入などにより、
教授及び助教授については、採
用された学校以外の高等専門学
校や大学、高等学校、民間企
業、研究機関などにおいて過去
に勤務した経験を持つ者、又は
１年以上の長期にわたって海外
で研究や経済協力に従事した経
験を持つ者が、全体として60％
以上となるようする。
（年度計画）
①　各国立高等専門学校の教員
の選考方法及び採用状況を踏ま
え、国立高等専門学校における
多様な背景を持つ教員の割合が
前年度より向上するよう促進す
る。

①　多様な背景を持
つ教員の採用・在職
状況

　現在、国立高専以外の学校、民間企業等における勤務経験のある者、又は１
年以上の海外研究等の経験のある教員（以下、多様な経験のある教員）の全教
員に占める割合は、平成１６年度末では５６．５％であったのに対して平成１
７年度末で５８．０％となっている。今後も教員採用の公募にあたっては考慮
することに加え、既に採用されている教員に対しても、採用校以外の教育機関
での勤務や海外での勤務経験をさせるなど、多様な経験のある教員の占める割
合の増加に努める

　公募制による教員採用や、現職教員につ
いて人事交流や海外派遣等を進めることに
より、多様な経験のある教員の全教員に占
める割合を前年度に比べ向上することがで
きた。

②　教員の力量を高め、学校全
体の教育力を向上させるため
に、採用された学校以外の高等
専門学校などに1年以上の長期
にわたって勤務し、またもとの
勤務校に戻ることのできる人事
制度や、高等学校、大学、企業
などとの任期を付した人事交流
制度等について検討を進め、こ
れらの制度を導入する。
（年度計画）
②　採用された学校以外の国立
高等専門学校などに1年以上の
長期にわたって勤務し、またも
との勤務校に戻ることのできる
「高専間教員交流制度」を平成
18年度から開始するため、派遣
者の推薦等を始める。また、引
き続き高等学校、大学、企業な
どとの人事交流について、検討
を進める。

②　人事交流制度等
の検討・導入状況

  教員の力量を高め、学校全体の教育力の向上を図るため、採用された学校以
外の学校で一定期間勤務した後に、元の学校に戻ることができる「高専間教員
交流制度」について、平成１７年４月１８日に実施要領を定め、平成１８年４
月実施に向けて各学校から交流派遣者の推薦及び受入希望等の調査を実施した
上で、平成１８年４月には４１高専から４２人の教員を本制度に沿って他の高
専に派遣した。

　教員の力量を高め、学校全体の教育力の
向上を図ることを目的とする「高専間教員
交流制度」について実施要項を定め、４１
高専から４２人の教員を他の高専に平成１
８年４月から派遣することとしたことは評
価できる。

評価項目
中期計画

（年度計画）

優れた教員の確保状況

Ｓ Ｓ○教育を担当する優れた教員の確
保、育成に関しては、公募制の徹
底、多様な経験のある教員の採
用、学位取得率の向上、高専間教
員交流制度の実施等により、高等
教育の質の向上に関する新たな取
組が展開されていることを高く評
価する。

○中でも、高専間教員交流制度の
平成１８年度からの開始に向けて
実質的な準備が行われたことや、
博士号未取得教員のため、勤務時
間中に研究、論文指導等を受ける
ことのできる制度の実施を決定し
たこと、及び機構独自の取組とし
て、国立高等専門学校機構在外研
究員制度を発足させ、３５名の教
員を海外の教育研究機関等へ派遣
したことについて、優れた教員確
保のための取組として高く評価す
る。

○学位取得率については、専門科
目（理系一般科目を含む）の教員
の博士等取得者の割合や理系以外
の一般教員の修士取得の割合につ
いては、既に中期計画を既に達成
する成果が上がっており、高く評
価する。

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

③　専門科目（理系の一般科目
を含む。以下同じ。）について
は、博士の学位を持つ者や技術
士等の職業上の高度の資格を持
つ者、理系以外の一般科目につ
いては、修士以上の学位を持つ
者や民間企業等における経験を
通して高度な実務能力を持つ者
など優れた教育力を有する者を
採用する。
　中期目標の期間中に、この要
件に合致する者を専門科目担当
の教員については全体として
70％以上とし、理系以外の一般
科目担当の教員については全体
として80％以上となるようにす
る。
（年度計画）
③　各国立高等専門学校に対し
て、専門科目（理系の一般科目
を含む）については、博士の学
位を持つ者や技術士等の職業上
の高度の資格を持つ者、一般科
目については、修士以上の学位
を持つ者や民間企業等における
経験を通して高度な実務能力を
持つ者など優れた教育能力を有
する者の採用の促進を図り、前
年度より割合を向上させる。

③　優れた教育能力
を有する教員の採
用、教員の採用・在
職状況

　教員の採用に際し、専門科目等の教員には、博士の学位を持つ者や技術士等
の職業上の高度の資格を持つ者、また、一般科目の教員には、修士以上の学位
を持つ者や民間企業等における経験を通して高度な実務能力を持つ者など優れ
た教育能力を有する者の採用を促進していることから、平成１７年度当初で
は、専門科目(理系一般科目を含む)の教員の博士号等取得者の割合は１６年度
末で６９．９％が、平成１７年度末で７３．０％であり、３．１％の増となっ
ている。また、理系以外の一般科目の教員の修士取得の割合は、平成１６年度
末で７７．０％が、平成１７年度末で８２．５％であり、５．５％の増となっ
ている。
　さらに、既に在職している教員のうち博士号未修得教員が博士号を取得する
場合、本来の業務に支障がない範囲内で勤務時間中に大学院等の研究機関に
行って研究・論文指導等を受けることが出来る制度を、平成１８年４月から開
始した。

　専門科目（理系一般科目を含む）の教員
は博士学位取得者の割合、理系以外の一般
科目の教員の修士取得の割合はそれぞれ増
加している。さらに、在職教員で博士号未
修得教員が博士号を取得する場合、本来の
業務に支障が無い範囲内で勤務時間中に大
学院等の研究機関に行き研究・論文指導等
を受けることができる制度を検討した点は
評価できる。

中期計画
（年度計画）

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

④-1　教員の能力向
上を目的とした研修
の実施状況

　平成１７年度において、教員を対象にした以下の研修会を国立高等専門学校
機構主催で開催した。

　教員研究集会(プロジェクト研究集会）
　新任教員研修会
　情報処理教育研究発表会
　教育教員研究集会
　情報処理教育担当者上級講習会
　教員研修（クラス経営・生活指導研修）
　教員研究集会(地区研究集会)
　全国国立高等専門学校メンタルヘルス研究集会
　
　特に、平成１７年度の新規研修として、独立行政法人教員研修センターの支
援のもと、各高等専門学校において、クラス経営の中心的役割を担う教員に対
し、青年期における複雑な学生の心理や言動を理解し、円滑なクラス経営を営
む資質能力の向上を図ることを目的とした「クラス経営・生活指導研修会」を
開催した。
　さらに、各学校においてもそれぞれに、ＦＤ研修会等を開催し、平成１７年
度には１９校で計５９回延べ２７００人の教員が参加し、教員の資質能力向上
を図っている。

　各種研究会が計画どおり実施され、多く
の教員が参加し、成果を挙げていることは
評価できる。

④-2　地元教育委員
会等と連携した高等
学校の教員対象の研
修等への派遣状況

　特に、平成１７年度においては、独立行政法人教員研修センターの協力のも
と、学級運営、生活指導に関する「クラス経営・生活指導研修会」を開催し
た。更に、平成１８年度については、主事クラスの教員を対象にした研修会を
同センターと協力して実施する方向で検討を進めている。

　独立行政法人教員研修センターの協力の
もと、学級運営、生活指導に関する「クラ
ス経営・生活指導研修会」が開催できたこ
とは評価できる。

⑤　教育活動や生活指導などに
おいて顕著な功績が認められる
教員や教員グループを毎年度表
彰する。
（年度計画）
⑤　教育活動や生活指導などに
おいて、顕著な功績が認められ
る教員や教員グループを表彰す
る。

⑤　顕著な功績が認
められる教員や教員
グループの表彰状況

　高等専門学校における教育に関する独創的な研究成果に対して発表の場を設
けることにより，高等専門学校教育の振興と教員の研究業績の向上に資するこ
とを目的とした「教育教員研究集会」を平成１７年８月２５日（木）・２６日
（金）に伊勢市（会場：伊勢市観光文化会館）で開催した。ここで発表された
研究のうち、顕著な功績と認められるものについては文部科学大臣賞及び国立
高等専門学校機構理事長賞の授与を行った。

（文部科学大臣賞）
　 教育研究分野　　１件
 　学生指導分野　　１件
（国立高等専門学校機構理事長賞）
 　教育研究分野　　５件
 　学生指導分野　　３件

　また、平成１６年度に引き続き、各学校における教育活動や生活指導などに
おいて、顕著な功績が見られた教員を表彰する「平成１７年度国立高等専門学
校教員顕彰」を実施し、平成１８年３月２３日（木）に表彰式を行った。各学
校から５０名の推薦があり「教員顕彰選考委員会」の厳正な選考により、文部
科学大臣賞１名、機構理事長賞７名、機構理事長奨励賞１０名の計１８名が表
彰を受けた。

　高専の目的である教育に関し、顕著な教
育実践例についての表彰が行われるととも
に、他の学校種では例を見ない全国的な教
員個人の顕彰が適切に行われたことは評価
できる。

④  中期目標の期間中に、全て
の教員が参加できるようにファ
カルティ・ディベロップメント
などの教員の能力向上を目的と
した研修を実施する。また、特
に一般科目や生活指導などに関
する研修のため、地元教育委員
会等と連携し、高等学校の教員
を対象とする研修等に派遣す
る。
（年度計画）
④　教員の能力向上を目的とし
た各種研修会を企画・開催する
ほか、教員研修センターとの連
携による新たな研修会を実施す
る。

中期計画
（年度計画）

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑥　文部科学省の制度や外部資
金を活用して、中期目標の期間
中に、300名の教員に長期短期
を問わず国内外の大学等で研
究・研修する機会を設けるとと
もに、教員の国際学会への参加
を促進する。
（年度計画）
⑥　60名以上の教員を国内外研
究員として派遣するとともに、
各国立高等専門学校において、
教員の国内外の大学等での研究
又は研修への参加を促進する。

⑥　国内外の研究・
研修、国際学会への
教員の派遣状況

　内地研究員として２５人を国内の研究機関に派遣した。
　また、平成１６年度より検討を進めた高専間教員交流制度について、平成１
７年度実施要項等を定め、平成１８年４月より全国４１高専４２名の教員が他
の高専に派遣され、勤務している。
　平成１７年度より国立高等専門学校の教職員を海外の教育研究機関等に派遣
し、先進的な研究や優れた教育実践に参画させることなどにより、教育研究能
力の向上を図り、各国立高等専門学校の教育研究を充実させることを目的とす
る「国立高等専門学校機構在外研究員」制度を「教育研究交流委員会」の下で
発足させ、３５名の教員を海外の教育研究機関等へ派遣した。また、文部科学
省の「大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践支援）」により４
名の教員を海外へ派遣した。
　また、これ以外にも４９９名の教員を国際学会への参加を目的として海外へ
派遣した。

　内地研究員として国内の研究機関に派遣
することに加え、高専間教員交流制度につ
いては実施要項を定め平成１８年４月から
実施可能となった。海外の教育研究機関の
先進的な研究や優れた教育実践に参画する
ことを目的とする、「国立高等専門学校機
構在外研究員」制度を発足させた。以上の
制度により教員を国内外の研究機関に積極
的に派遣することができた。

（４）教育の質の向上及び改善
のためのシステム

　これまでに開発された教材について調査を開始し、一元的なデータベースの
構築について進めることとし、データベース集を完成したほか、機構論文集を
編集・発行した。機関別認証評価及びＪＡＢＥＥ認定については、平成１７年
度も計画通り進めることができた。インターンシップの参加促進策としてテク
ノフォーラムを通じた産業界との連携や長岡技術科学大学、豊橋技術科学大学
及び高専機構との連携について意見交換を行った。

　教育の質の向上及び改善のための取組み
の状況については、以下の事項について自
己評価を行った。

①　中期目標中の期間中に、各
学校の枠を越え、校長や教員の
教育研究の経験や能力を活用し
た研究会や委員会などの組織に
おいて決定した5つ以上の分野
について、国立高等専門学校の
特性を踏まえた教材や教育方法
の開発を推進する。
（年度計画）
①　「教育・ＦＤ委員会」にお
いて、各学校において開発済み
の教材，教育方法のデータベー
ス化を検討する。

①　教材や教育方法
の開発状況

　各学校における教育の特性を生かした教材・教育方法を有効活用するため、
「教育・ＦＤ委員会」において、これまでに開発された教材について調査を開
始し、一元的なデータベースの構築について進めることとし、２９校７５件の
資料フォーマットを対象に、総合科学・教育系、数物系、機械系、電気・電子
系、制御・情報系、科学・物質系、土木・建設系、海技系の８分野に分類した
「教育財データベース集」を作成した。

　これまでに開発された教材について調査
し、資料フォーマットを対象に８分野に分
類した「教育財データベース集」を作成す
ることができた。

②　毎年度サマースクールや国
内留学などの多様な方法で学校
の枠を超えた学生の交流活動を
開催する。
（年度計画）
②　サマースクールなど学校の
枠を超えた学生の交流活動を促
進するため、特色ある取り組み
を各学校に周知するとともに、
支援を行う。

②　学校の枠を超え
た学生の交流活動状
況

　学校の枠を超えた学生の交流活動について、平成１７年度は複数の高専で実
施するサマースクール等を７件実施し、全部で２２校の学生が参加した。これ
以外にもそれぞれの高専では高専生を対象とした長岡技術科学大学のオープン
ハウス事業や豊橋技術科学大学の体験実習に学生を参加させるなどして、当該
技科大や他高専同士の連携交流を推進しているところである。
　「教育研究交流委員会」では、こうした学校の枠を超えた学生の交流活動を
推進するため、学校の枠を超えた学生の交流活動の事例を調査し、全国の高専
に周知した。
　また、高専機構としては学校の枠を超えた学生の交流活動を実施事業に対
し、重点的な経費配分を行い、各校での実施を支援した。

　各地区において学校の枠を超えた学生の
交流活動が行われ、また、「教育研究交流
委員会」において交流活動の事例を調査
し、全国の高専に周知することにより事業
を促進するとともに、学校の枠を超えた学
生の交流活動に対し重点的な経費配分を
行ったことは評価できる。

③　各学校における特色ある教
育方法の取組みを促進するとと
もに、優れた教育実践例を毎年
度まとめて公表するなど、各学
校における教育方法の改善を促
進する。（年度計画）
③　各国立高等専門学校で取り
組んでいる優れた教育実践例
を、収集・公表し、各学校にお
ける教育方法の改善を促進す
る。

③　優れた教育実践
例の収集・公表状況

　各学校における優れた教育実践に関する論文集「高専教育」を発刊し、１２
４編の論文（うち国立高専分１１９編）を収録した。
　また、創造性に富んだ卒業研究を収録した「創造性を育む卒業研究集」を作
成し、教育実践等を収集・公表した。
　そのほか、平成１７年８月２５日～２６日に行われた「教育教員研究集会」
において、発表された顕著な教育実践例についても、「高専教育講演論文集」
として編集し公表されている。

　論文集「高専教育」及び「創造性を育む
卒業研究集」を刊行することにより、優れ
た教育実践等を収集・公表したことは評価
できる。

中期計画
（年度計画）

教育の質の向上及び改善の
ための取組みの状況

評価項目

Ａ Ａ○教材や教育方法の開発、サマー
スクール開催への支援、優れた教
育実践例の公表、総合的なデータ
ベースの構築、産業界との連携の
ためのテクノフォーラムの開催、
技術科学大学との連携、ＩＴコン
ソーシアムにおける取組など、ス
ケールメリットを活かした機構と
しての取組が進んでいると認めら
れる。

○また、各学校においても平成１
７年度に本格的に開始された認証
評価において、初年度から１７校
が受審し全てが基準を満たすなど
積極的に取り組んでいること、Ｊ
ＡＢＥＥ認定校が順調に増加して
いること、及びインターンシップ
参加者数が増加していることにつ
いて、それらの取組を報告のとお
り評価する。

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

④-1　高等専門学校
機関別認証評価の実
施状況

　学校教育法において、高等専門学校は各学校ごとに認証評価を受けることと
されている。「評価委員会」においては、各学校が計画的に認証評価を受ける
ことが、できるようにするため、平成１７から１９年度までの実施計画を定め
た。平成１７年度は計画通り１７国立高専が大学評価・学位授与機構の実施す
る高等専門学校機関別認証評価を受け、１７校全てが基準を満たしていると評
価された。
　なお、認証評価の実施に当たっては、大学評価・学位授与機構の依頼により
多面的かつ多角的な数多くの特色について多項目にわたる評価が行えるよう、
専門科目や地域性のバランスを配慮しつつ、全国の各学校から適切な専門委員
を推薦した。

　機関別認証評価について、各学校が計画
的に認証評価を受けることができるよう
に、平成１７年から平成１９年まで実施計
画を定め、今回受審したすべての高専につ
いて、基準を満たしていると評価され良好
な成績であった。

④-2　高専のＪＡＢ
ＥＥによる認定への
取組状況

（１）ＪＡＢＥＥ認定状況
　これまで、国立高等専門学校におけるＪＡＢＥＥの認定プログラム数は、平
成１６年度までに２７高専３５プログラムとなっていたが、平成１７年度にお
いては、１６高専において２１プログラムが認定申請を行い、全プログラムが
認定された。これで、ＪＡＢＥＥ制度創設より平成１７年度までにＪＡＢＥＥ
認定された高専及びプログラム数はそれぞれ４０高専５６プログラムとなって
いる。

（２）ＪＡＢＥＥ受審のための講習会
　各国立高等専門学校においても、ＪＡＢＥＥ受審に伴う準備やカリキュラム
運営・周知等のための講習会等を実施しており、平成１７年度においては２５
校において実施された。

　国立高専のＪＡＢＥＥに係る認定状況
は、現在４０高専５６プログラムとなって
おり、順調に増加している。各高専におい
てもＪＡＢＥＥ受審に伴う準備やカリキュ
ラム運営・周知等のため講習会を実施して
準備していることは評価できる。

④-3　総合的なデー
タベースの整備状況

　「評価委員会」において、評価作業のためのデータベースを、豊田高専の
「全国高専研究者データベース」のシステムをベースに、教員研究総覧のデー
タベースを試行的に進めることと決定したことを踏まえ、平成１７年８月２
２・２３日に開催された、全国高専テクノフォーラムにおいて、「全国高専研
究者データベース」の登録方法を周知し、データベースの構築を促進した。

　全国高専テクノフォーラムにおいて、
「全国高専研究者データベース」の登録方
法を周知し、データベースの構築に向けた
整備を進めた。

中期計画
（年度計画）

④　学校教育法第69条の３に規
定する教育研究の状況について
の自己点検・評価、及び同条に
基づく文部科学大臣の認証を受
けた者による評価など多角的な
評価への取組みによって教育の
質の保証がなされるように、総
合的なデータベースを計画的に
整備する。
（年度計画）
④　大学評価・学位授与機構に
よる高等専門学校機関別認証評
価を計画的に進める。また、Ｊ
ＡＢＥＥ（日本技術者教育認定
機構）による認定審査の受審を
推進するとともに、評価に係る
データベースの構築を進める。

評価項目 機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑤-1　学生のイン
ターンシップ参加状
況

　平成１７年度の各学校のインターンシップ参加学生数は、６，８０２人であ
り、平成１６年度の６，１３９人と比して６６３人参加者が増加した。また、
インターンシップを授業に取り入れている学校数及び学科数についても、平成
１７年度は５５校３２７学科・専攻となっており、平成１６年度の５３校３０
６学科・専攻と比較して増加している。

　各学校においてインターンシップに積極
的に取り組みインターンシップの参加学生
が増加していることは評価できる。

⑤-2　インターン
シップ参加促進のた
めの産業界との連携
状況

　産学連携・地域連携委員会において、第３回全国高専テクノフォーラムを開
催し、「Co-operativeEducation（共同教育）を見据えた産学官連携・地域連
携」をテーマに高専と産業界が連携したインターンシップの実施状況について
事例発表を行った。
　また、総合討論においては産業界からもパネリストとして参加していただ
き、インターンシップの現状の問題点について意見交換を行った。

　全国高専テクノフォーラムにおいて、高
専と産業界が連携したインターンシップに
ついて事例発表を行うとともに、現状の問
題点等について産業界と率直な意見交換を
行ったことは評価できる。

⑥　技術科学大学を始めとする
理工系大学との間で定期的な協
議の場を設け、教員の研修、教
育課程の改善、高等専門学校卒
業生の継続教育などの分野で、
有機的な連携を推進する。
（年度計画）
⑥　技術科学大学を始めとする
理工系大学との協議の場を定期
的に設け、教員の研修、教育課
程の改善、高等専門学校卒業生
の継続教育などについて連携し
て推進する。

⑥　技術科学大学等
との連携状況

　技術科学大学との連携を進めるため、長岡技術科学大学、豊橋技術科学大学
及び国立高等専門学校機構との「機構・技科大協議会」を平成１８年２月２０
日に開催し、今後の連携の推進に際し、活発な意見交換を行われた。
　　①　協議会の年１回の開催の他、必要に応じ部会を設置する等の協議
　　　会要項を制定
　　②　両技科大での高専教員の受入、両技科大教員の高専への交流
　　③　ＪＡＢＥＥ認定プログラム対応を含めた情報交換
　　④　高専・技科大の相互交流
    ⑤　同三者間協議を進展させるため、理事クラスからなるＷＧを設置
　高専教員の研修については、豊橋技術科学大学と合同で情報処理教育実践研
修会を実施しており、教員が豊橋技術科学大学教員から高度な知識と技術の指
導を受けているほか、技術職員向けの研修についても、長岡技術科学大学及び
豊橋技術科学大学の協力の下、研修会を実施している。
　高専機構と長岡技術科学大学との連携では、高専生を対象とし、大学講義、
演習及び実験を受講できるオープンハウスの実施、研究室等を公開するオープ
ンキャンパスの実施、また高専訪問や１１８科目に及ぶ出前授業も実施され
た。
　さらに、豊橋技術科学大学及び長岡技術科学大学と高専機構との間で包括的
な共同研究契約が締結され、プロジェクト連携による予算面への配慮、緊密な
研究連携を目指す等更なる連携交流を推進している。

　長岡技術科学大学、豊橋技術科学大学及
び国立高等専門学校機構との連携を進める
ため、「機構・技科大協議会」を開催し活
発な意見交換をもとに研修会、オープン
キャンパス、出前授業、包括的な共同研究
契約などの連携事業が進められていること
は評価できる。

評価項目
中期計画

（年度計画）

⑤　中期目標の期間中に、乗船
実習が義務付けられている商船
学科の学生を除き、中期目標の
期間中に、過半数の学生が卒業
までにインターンシップに参加
できるよう、産業界等との連携
を組織的に推進する。
（年度計画）
⑤　各国立高等専門学校におけ
るインターンシップに対して支
援を行うとともに、「産学連
携・地域連携委員会」におい
て、産業界と連携しつつ、効果
的なインターンシップの実施に
ついて検討を進める。

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑦　独立行政法人メディア教育
開発センター等と連携するなど
して、インターネットなどｅ－
ラーニングを活用した教育への
取組みを充実させる。
（年度計画）
⑦　「教育・ＦＤ委員会」の下
に設置された「高専ＩＴ教育コ
ンソーシアム」において、メ
ディア教材の普及を図るととも
に、独立行政法人メディア教育
開発センター等と連携し、ネッ
トワーク等を活用したデジタル
コンテンツの開発を促進する。

⑦　ｅ－ラーニング
を活用した教育の取
組状況

（１）高専ＩＴ教育コンソーシアム
　昨年度から、「教育・ＦＤ委員会」の下におくことにした「高専ＩＴ教育コ
ンソーシアム」では、「ＩＴ教育企画・調査・研究部会」「コンテンツ開発部
会」「教材流通部会」を設置し、e-ラーニングを活用した教育にかかる具体的
な取り組みを進めている。
　高専ＩＴ教育コンソーシアムは、メディア教育開発センターの「ＩＴ教育支
援協議会」にも参加しており、同センターの教材開発プロジェクトとして、高
専生を対象とした英語語彙学習デジタルコンテンツ「ＣＯＣＥＴ３３００　理
工系学生のための必須英単語」は、平成１７年度は、各高専においての使用が
始まった。また、平成１７年度採択として全国高等専門学校プログラミングコ
ンテストでのノウハウをベースとした「ソフトウエア開発におけるプロジェク
ト管理とプレゼンテーション」のコンテンツ開発が進められている。
　高専ＩＴ教育コンソーシアム独自の活動として、写真やテキストデータ等の
授業の素材や試験問題を共有する「教材共有システム」には、平成１７年度末
現在で約１４４件の登録があり、各校での教育活動のために公開されている。

　高専ＩＴコンソーシアムを中心に進めて
いるｅ－ラーニングを活用した教育につい
て、開発されたコンテンツについて順次各
高専において使用を始めるとともに、新た
に現代ＧＰにおいて１２高専による事業が
採択されコンテンツの開発が開始されたこ
とは評価できる。

 （２）文部科学省現代的教育ニーズ取組支援プログラムによる取り組み
　平成１６年度に採択された、群馬高専、鈴鹿高専、岐阜高専の３校による
「単位互換を伴う実践型講義配信事業」では、コンテンツの開発を進め、その
状況について平成１８年２月に現代ＧＰフォーラムとして報告された。また、
この開発されたコンテンツの高専間相互活用について、高専ＩＴ教育コンソー
シアムで検討が開始されている。
　このほか、平成１７年度採択の「創造性豊かな実践的技術者育成コースの開
発」は、高専ＩＴ教育コンソーシアム加盟校１２高専（高知高専、苫小牧高
専、茨城高専、長岡高専、石川高専、長野高専、豊田高専、詫間電波高専、新
居浜高専、弓削商船高専、有明高専、北九州高専）で申請を行ったものである
が、高専ＩＴ教育コンソーシアムを通じてこの１２校以外の高専とも協力して
コンテンツの開発が開始されている。

（５）学生支援・生活支援等

　学生のメンタルヘルスに関する資質向上と情報交換を目的に、メンタルヘル
ス研究集会を開催した。図書館及び寄宿舎の整備については耐震診断・設計等
を行った。また、長岡技術科学大学の提供する統合図書館システムの導入につ
いて、平成１８年度以降順次導入することとしたほか、奨学金に関する情報を
ＨＰに掲載した。

　学生支援・生活支援状況については、以
下の事項について自己評価を行った。

①　中学校卒業直後の学生を受
け入れ、かつ、相当数の学生が
寄宿舎生活を送っている特性を
踏まえ、中期目標の期間中に全
ての教員が受講できるように、
メンタルヘルスを含めた学生支
援・生活支援の充実のための講
習会を実施する。
（年度計画）
①　各国立高等専門学校の教職
員を対象としたメンタルヘルス
に関する講習会を開催するとと
もに、「学生支援委員会」にお
いて、各高専のニーズを踏まえ
た学生に対する就学支援・生活
支援策を検討する。

①　メンタルヘルス
を含めた学生支援・
生活支援の充実のた
めの講習会の実施、
教員の受講状況

  平成１８年１月３０日（月）、３１日（火）に、「学生支援委員会」が中心
となり、全国の国立高等専門学校の学生相談室長（員）及び看護師を対象とし
た「第２回全国国立高等専門学校メンタルヘルス研究集会」を開催し、１０８
名の学生相談担当職員や看護師が参加した。
　これまでは、文部科学省の主催で高等教育にかかる全国規模のメンタルヘル
スに関する研究集会が行われてきたが、専ら大学生に対するものと同等に扱わ
れていたため、高校生世代から大学生世代にわたる学生を預かる高専にとっ
て、必ずしも実情を反映した十分なものであったとは言えなかったことから、
国立高等専門学校機構の主催で高専の実情を反映した第１回の研究集会を昨年
３月に開催し、今年度が第２回目の開催となっている。研究集会は、１日目に
小柳晴生放送大学客員教授（前・香川大学教育学部教授、保健管理センター所
長）による「豊かさを生きる力」を考えるを演題とした基調講演に続き、８つ
の分科会に分かれてそれぞれのテーマごとに事例報告や意見交換を行った。
　２日目は、午前に分科会が前日に引き続き行われ、午後に全大会で各主査か
ら分科会の報告が行われ、この報告に対し渡辺久雄東海学園大学教授（前全国
大学メンタルヘルス研究会代表）が指導助言を行った。今回終了後に行った１
０８名の参加者のうち１０５名の回答を得たアンケートでは、第１回の満足度
を７％上回る９９％という結果を得ることができ、昨年に引き続き高い評価を
得た。
　各学校においても、平成１７年度に教職員に対してメンタルヘルスに関する
講習会や勉強会等を４３件開催し、１，８０９人の教職員が参加するなど学生
のためのメンタルヘルス業務の充実に努めた。

　全高専の学生相談室長のみならず、看護
師も対象として「全国国立高等専門学校メ
ンタルヘルス研究集会」を開催し、参加者
の啓発及び交流を図ることができ、各学校
においても、教職員に対してメンタルヘル
スに関する講習会や勉強会を開催し、メン
タルヘルス業務の充実を図ったことは評価
できる。

学生支援・生活支援状況

評価項目
中期計画

（年度計画）

Ａ Ａ

委員による評価機構による自己評価

○機構全体のスケールメリットを
活かす取組として、メンタルヘル
ス研究会で参加者から高い満足度
を得られたことや、統合図書館シ
ステムの導入に向けた取組が進ん
だことなどを報告のとおり評価す
る。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

②　図書館の充実や寄宿舎の改
修などの計画的な整備を図る。
（年度計画）
② 各国立高等専門学校の図書
館及び寄宿舎の施設の現況、利
用状況等の実態を分析し、具体
的な施設整備計画の策定に着手
する。

②　図書館及び寄宿
舎の整備状況

（１）図書館及び寄宿舎の整備
  平成１６年度に実施した、各学校の図書館及び寄宿舎の状況、利用状況等の
実態を把握するための調査に基づいて、平成１７年度においては、図書館につ
いては１５件の営繕工事（うち５件は耐震診断・設計）を実施した。また寄宿
舎については、５３件の営繕工事（うち１５件は耐震診断・設計）を行った。

（２）図書館システムに向けた取組み
　長岡技術科学大学と連携し、統合図書館システムの導入を図るため、「企画
委員会」が主導となって説明会の開催や、導入の意向調査を実施して、長岡技
術科学大学と導入スケジュールの調整などを行った。この結果、本システムは
平成１８年度以降に４３校が順次導入する予定となっている。
　本システムの導入により、各学校で行われているシステム導入における仕様
の作成が不要となり高専の人的負担が軽減されるとともに、導入に係る経費が
安価になることが期待されている。

　調査に基づく図書館及び寄宿舎の営繕工
事を行うとともに、図書館システムについ
て長岡技術科学大学と連携し統合図書館シ
ステムの導入に向けた検討を開始したこと
は評価できる。

③　独立行政法人日本学生支援
機構などと緊密に連携し、各学
校における各種奨学金制度など
学生支援に係る情報の提供体制
を充実させる。
（年度計画）
③　各国立高等専門学校に対し
て各種奨学金制度の積極的な活
用を促進するため、高専機構Ｈ
Ｐに高専生を対象とした奨学団
体への情報を掲示する。

③　各種奨学金制度
など学生支援に係る
情報提供状況

　平成１７年度における、独立行政法人日本学生支援機構による奨学金受給者
数は６，０２６人、地方自治体や財団法人、民間団体等の奨学金受給者数は
１，２８０人である。
　奨学金に係る情報を充実させるため、「学生支援委員会」では、高専機構Ｈ
Ｐに各校の奨学金等に関する情報が掲載されたＨＰのリンクを設けるととも
に、奨学金等の情報提供をＨＰ上で行っていない高専に対し、ＨＰを設けるよ
う依頼し奨学金等の情報提供の充実を図った。
　各学校においても、奨学金を必要としている学生や保護者に対し奨学金に関
する情報提供を行い、奨学金の活用を積極的に推進している。

　高専機構ＨＰを通じて、学生・保護者に
対し広く奨学金に関する情報提供を行うこ
とは、評価できる。

（６）教育環境の整備・活用

　施設設備のメンテナンスで透明性を確保するため、緊急営繕事業選定委員会
を設置し、予算措置した。安全で快適な教育環境整備としては耐震診断、耐震
設計の調査及び耐震補強を行うとともに、吹き付けアスベスト等の使用実態調
査を行った。安全管理の啓蒙措置としては、安全管理マニュアル及び安全管理
手帳の配布及び、講習会等を行った。長岡工業高等専門学校については平成１
８年度中にすべての工事が完了するよう作業を進めている。

　教育環境の整備・活用状況については、
以下の事項について自己評価を行った。

①　施設・設備のきめ細やかな
メンテナンスを実施する。
（年度計画）
①  施設・設備についての実態
調査を基礎として、施設管理に
係るコストを把握した上で、各
国立高等専門学校の中からモデ
ル校を選定し、コスト縮減を考
慮した施設・設備の導入を行
う。

①　施設・設備のメ
ンテナンス実施状況

　施設・設備のメンテナンスについては、平成１７年度より「教育環境改善委
員会」の下に緊急営繕事業の採択方法について、予算を効率的に使用し、かつ
透明性・客観性を確保するために「緊急営繕事業選定委員会」を設置し各種改
修工事のための経費を予算措置した。

　「緊急営繕事業選定委員会」を設置し、
予算の効率的使用及び透明性・客観性の確
保を推進した。

②　産業構造の変化や技術の進
展に対応できる実験・実習や教
育用の設備の更新、実習工場な
どの施設の改修をはじめ、校内
の環境保全、バリアフリー対
策、寄宿舎の整備など安全で快
適な教育環境の充実を計画的に
推進する。
（年度計画）
②　校舎・実験施設等の技術的
進展に必要な教育施設につい
て、老朽度・狭隘化やバリアフ
リーへの対応状況などの実態調
査分析を行うとともに、具体的
な施設整備計画策定に着手す
る。

②　安全で快適な教
育環境の整備状況

　安全で快適な教育環境を整備するため、学校の耐震診断や耐震設計の調査や
耐震補強工事を実施し、耐震補強を中心とした施設整備計画策定に向け着手し
た。
　アスベスト対策では、吹き付けアスベスト等の使用実態調査を実施し、各学
校でのアスベスト対策のための経費を優先的に予算措置した。今後ともアスベ
スト対策工事の検討及び実施を進めるとともに、引き続き調査を行っていくこ
ととしている。
　また、バリアフリー対策として身障者用スロープの設置や便所の改修を行
い、より様々な人たちに開かれた高専を目指している。

　耐震補強を中心とした施設整備計画策定
に向けて着手したこと及び吹き付けアスベ
スト等の使用実態調査とバリアフリー対策
が進められたことは評価できる。

教育環境の整備・活用状況

評価項目
中期計画

（年度計画）

機構による自己評価 委員による評価

Ａ Ａ○施設・設備のメンテナンスにつ
いては、限られた財源の中で、緊
急営繕やアスベスト対策など社会
的な影響の大きい問題に対しても
対応を行っている。

○また、安全管理手帳を配布する
など、全体として、報告のとおり
評価する。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

③　設備の更新に当たっては
リース制の導入も視野に入れた
検討をする。
（年度計画）
③　設備の効率的な整備を推進
する手法としてのリース制につ
いて、諸機関における導入の状
況を調査するとともに、コスト
等の比較・検討を引き続き行
う。

③　設備更新の検討
状況

　業務改善委員会（会計部門）において、契約方式の弾力化の一方策として
リース・レンタル及び割賦契約についての検討を行った。
　検討の結果、経費負担において、平準化が図れることにより、既存の予算内
では調達が困難な高額物品の購入が可能となる効果が考えられることから、今
後の方向性として、現にリース・レンタル契約を行っている教育用電算機等の
みでなく、他の研究機器等についても、国立大学法人では既に実施されてお
り、各高専の実情に合わせ、費用対効果等を考慮し、リース・レンタル制度及
び割賦払い制度の導入を図ることとされた。
　なお、平成１７年度におけるリース・レンタル制を導入した学校は５３校で
ある。

　契約方式の弾力化の一方策として、教育
用電算機等のみでなく、他の研究機器等に
ついてもリース・レンタル制度及び割賦払
い制度の導入を図ることとしたことは、評
価できる。

④-1　安全管理マ
ニュアルの策定状況

　「安全管理委員会」において、各学校で作成している安全管理マニュアルの
整備状況を把握するとともに、各学校からの意見聴取を行いつつ各学校に共通
する安全管理マニュアルを作成し、平成１７年に全学校へ配布した。

　安全管理マニュアルを作成し全校に配布
し安全管理について啓蒙することができ
た。

④-2　安全衛生管理
の有資格者の確保状
況

　平成１７年４月における、高専機構内で衛生管理者資格取得者数は２１１人
（うち教員以外１１７人）であったが、各学校において資格取得を促進した結
果、平成１８年４月１日では、取得者数２８０人（うち教員以外１６８人）に
増加している。
　今後とも、教職員の資格取得を促進し、有資格者の確保を図るとともに、今
後は資格取得者の能力向上のための方策を取っていきたい.

　各学校の安全衛生管理の有資格者につい
て育成し、安全衛生管理について強化でき
たことは評価できる。

⑤　常時携帯用の安全管理手帳
を作成して全ての教員及び学生
に配布する。
（年度計画）
⑤　常時携帯用の「安全管理手
帳」の内容について検討し，作
成についての準備を進める。

⑤　安全管理手帳の
作成・配布状況

　「安全衛生管理委員会」において，企業の例も参考にしつつ，安全管理手帳
の内容の検討を進め、当初の予定より早く完成し、平成１７年度中に安全管理
手帳を各高専教職員や学生へ配布することができた。

　安全管理手帳を各高専教職員や学生に配
布し安全管理について啓蒙することができ
た。

⑥　中期目標の期間中に専門科
目の指導に当たる全ての教員・
技術職員が受講できるように、
安全管理のための講習会を実施
する。
（年度計画）
⑥　「安全管理のための講習
会」の実施方法、内容等につい
ての検討を踏まえ、教員、技術
職員が受講できる講習会の実施
に向けた準備を行う。

⑥　安全管理のため
の講習会の実施、教
員・技術職員の受講
状況

　各学校の実施状況を調査した結果、衛生管理者の資格取得や取得後の技能向
上を目指したものや各種実験装置等の取扱に関する研修会、救急訓練等を中心
に、教職員や学生を対象とした研修会・訓練等が平成１７年度中に３５２件実
施されていた。

　各学校においても安全管理のための各種
講習会を行い、安全管理に関する啓蒙活動
に努めたことは評価できる。

⑦　平成16年10月に発生した新
潟県中越地震で被災した長岡工
業高等専門学校について、授業
等に支障を来たさないための措
置を講ずる。
（年度計画）
⑦　平成１６年に発生した新潟
県中越地震で被災した長岡工業
高等専門学校について、平成１
６年度に引き続き、授業等を行
う代替施設を用意するととも
に、被災した施設の復旧整備を
進める。

⑦　長岡工業高等専
門学校の授業等に支
障を来さないための
措置状況

　平成１７年４月から、長岡技術科学大学での校舎利用を終了し、全学年が長
岡高専キャンパス内で授業を実施している。
　長岡工業高等専門学校の被災施設復旧のため、平成１６年度に引き続き、平
成１７年度においても施設復旧工事を計画的に実施し、建物復旧工事について
はほぼすべてを完成させた。引き続き平成１８年度中に外構等を含めすべての
工事が完了するよう作業を進めている。

　被災施設の復旧工事が進み、平成１７年
４月から全学年が長岡高専キャンパス内で
授業を実施できるようになったことは評価
できる。

④　労働安全衛生法等を踏ま
え、化学物質等の適切な取扱い
など、学生や教員の危険又は健
康障害の防止のために全ての学
校に共通する安全管理マニュア
ルを策定するとともに、必要な
各種の安全衛生管理の有資格者
を確保する。
（年度計画）
④　「安全衛生管理委員会」に
おいて、全ての国立高等専門学
校に共通する「安全管理マニュ
アル」を作成・配布するととも
に、安全管理に対する啓発活動
や安全管理に関する知識と責任
感を持った有資格者の育成を推
進する。

評価項目
中期計画

（年度計画）

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

２　研究に関する事項

　教育教員研究集会、教員研究集会等で研究成果の情報交換を行ったほか、科
学研究費補助金については、日本学術振興会の担当者等を講師とする説明会を
実施した。共同研究・受託研究の促進では、「国立高専における産学官連携の
基本指針」を策定した。また、豊橋技術科学大学との包括的な共同研究契約に
ついては、新たに長岡技術科学大学とも同様に契約した。

　研究活動の実施状況については、以下の
事項について自己評価を行った。

①-1　研究成果等の
各国立高専間での情
報交換会の開催状況

　高専機構主催により「教育教員研究集会」、「教員研究集会（地区研究集
会）」、「教員研究集会（プロジェクト研究集会）」を開催し、研究成果の情
報交換を行った。
　また、「第３回全国高専テクノフォーラム」をはじめとして、各地区におい
ても企業関係者を交えた産学官交流会等を開催するなど高専と産業界との産学
連携について情報交換を行うとともに、各地区に「地区テクノセンター長等会
議」を設置し、活動状況の共有と連携を図っている。

　「全国高専テクノフォーラム」をはじめ
として、各学校における研究成果につい
て、全国から高専教員のみならず、民間企
業や行政機関関係者が参加し、互いに意見
交換を行う有意義な会合を開催できたこと
は評価できる。

①-2　科学研究費補
助金応募のためのガ
イダンス開催状況

  平成１７年度は全国立高専において、科学研究費補助金応募のためのガイダ
ンスを独立行政法人日本学術振興会の科研費担当者や大学教員、高専教職員を
講師として実施し、科研費のルール、不正使用の防止、研究計画調書の記入ポ
イント等について説明を行った。
　「産学連携・地域連携委員会」では、ガイダンス開催のための支出のあった
高専に対し、科研費応募のための取り組みを推進することを目的に、経費配分
を行うことを決定し、ガイダンス開催を支援した。

　各学校において科研費応募のための説明
会を開催し、教員の申請意欲や申請方法に
ついて理解を深めたことは評価できる。

②　国立高等専門学校の持つ知
的資源を活用して、地域を中心
とする産業界や地方公共団体と
の共同研究、受託研究への取り
組みを促進するとともに、これ
らの成果を公表する。
（年度計画）
②　産業界や地方公共団体との
共同研究、受託研究の状況調査
の結果を踏まえ、産学連携の運
用に必要な取扱いの基本的指針
を「産学連携・地域連携委員
会」において策定する。

②　共同研究、受託
研究の促進・公表状
況

　「産学連携・地域連携委員会」において、「国立高専における産学官連携の
基本指針」を策定するとともに、各高専の共同研究、受託研究の実施状況をと
りまとめ、啓蒙を図ることを目的に集計結果を各高専へ周知した。
　なお、平成１７年度の共同研究、受託研究は以下のとおり。

　　平成１７年度
　　　共同研究　　５１４件　　３３１，５８８千円
　　　受託研究　　１９２件　　４３７，４１４千円

　また、豊橋技術科学大学と高専間との共同研究においては、昨年より機構と
して包括的な共同研究契約を締結し、各学校が共同研究をスムーズに行える環
境を整えたところであるが、今年度においては豊橋技術科学大学に加え長岡技
術科学大学とも同様に契約を行った。

　「国立高専における産学官連携の基本指
針」を策定し、各高専の共同研究・受託研
究の実施状況を取りまとめ啓蒙を図ること
ができたことは評価できる。

③-1　発明届出件
数、特許出願件数、
特許取得件数の状況

　高専機構では、各学校において発明がなされた場合、各学校に設置されてい
る高専知的財産委員会等において発明の特許性及び市場性の評価や帰属の予備
的な判断を行い、高専機構本部に設置する知的財産本部において、各学校の高
専知的財産委員会の審議を踏まえ、最終的に評価の確認、帰属並びに権利化の
決定、維持、管理及び活用を行っている。現在、高専機構の知的財産の現況に
ついては次のとおりである。
　発明届出件数  　９８件（平成１７年度）
　特許出願中件数　１６９件（うち平成１７年度届出分７８件）
　特許登録件数　　３２件

　各学校に設置されている高専知的財産委
員会等と機構の知的財産本部が連携し、高
専機構全体の知的財産の一元的な管理が行
われていることや平成１６年度は７５件
だった発明届出件数が９８件に増加したこ
とは評価できる。

③-2　研究成果の知
的資産化体制整備状
況

　独立行政法人国立高等専門学校機構における知的財産の創出並びに活用につ
いては，「独立行政法人国立高等専門学校機構知的財産取扱規則」に定めるも
ののほか，「独立行政法人国立高等専門学校機構知的財産ポリシー」に基づき
実施しているところであるが、円滑な事務手続きを推進するため、「高専知財
ハンドブック」を作成し、各高専に配布した。
　また、各高専における知的財産担当の教員及び事務職員に対して、「知的財
産に関する講習会」を開催し、高専機構における知財制度の周知を図るととも
に、実務上の課題や問題点等について相互に意見交換を行った。

　円滑な事務手続きの推進のため「高専地
財ハンドブック」を作成し各高専に配布す
るとともに、知的財産担当の教員及び事務
職員を対象とする講習会を開催し知的財産
の管理運用の充実が図られたことは評価で
きる。

中期計画
（年度計画）

評価項目

研究活動の実施状況

③　発明届出件数、教員が発明
者になった特許出願件数、特許
取得件数のいずれも増加するよ
うに、研究成果を知的資産化す
るための体制を整備する。
（年度計画）
③　研究成果を知的資産化する
ための総合的な知的財産戦略を
「知的財産委員会」において検
討するとともに、教職員を対象
とした、「知的財産に関する講
習会」を開催する。

①　学校間の共同研究を企画す
るとともに、研究成果等につい
ての情報交換会を開催する。ま
た、科学研究費補助金応募のた
めのガイダンスを開催する。
（年度計画）
①　共同研究等を中心とした研
究成果等を報告する「全国高専
テクノフォーラム」を開催する
とともに、各国立高等専門学校
で科学研究費補助金応募のため
のガイダンスの開催を支援す
る。

機構による自己評価 委員による評価

Ａ○共同研究、受託研究が、件数、
金額ともに前年度より増加し、発
明届出件数も順調に増加してお
り、地域共同テクノセンター等を
中心とした研究成果が上がってい
ると評価する。

○機構としても、テクノフォーラ
ムの開催や高専知財ハンドブック
の作成などの支援を行っており、
全体として報告のとおり評価す
る。

Ａ
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

３　社会との連携、国際交流等
に関する事項

　社会連携としては、全ての学校に地域共同テクノセンター等を設置し活動拠
点とするとともに、教員の研究分野や研究活動成果について近隣企業等に広報
した。公開講座については、アンケート調査の結果７割以上の参加者が満足し
たものが約９割あった。国際交流の推進については、海外の教育機関との交流
協定が新たに１２校１２件締結されたほか、「国立高等専門学校機構在外研究
員」制度により３５名の教員を海外の教育研究機関等へ派遣した。このほか学
校の枠を超えた外国人留学生に対する研修旅行等を行った。

　社会との連携、国際交流の推進状況につ
いては、以下の事項について自己評価を
行った。

①　地域共同テクノセンターな
どの施設や設備の充実を計画的
に推進する。
（年度計画）
①　地域の各企業と連携し、
「地域共同テクノセンター」な
どの整備を促進する。

①　「地域共同テク
ノセンター」などの
施設・設備の整備状
況

　高専の教育研究機能の向上と地域経済の活性化の推進を図る拠点として、平
成１７年度にはすべての学校に地域共同テクノセンター等の組織を整備し、共
同研究や技術開発相談などを行っている。

　各高専において、「地域共同テクノセン
ター」等を通して、地域の企業等と共同研
究や技術相談を通して、連携を深めている
ことは評価できる。

②　教員の研究分野や共同研
究・受託研究の成果などの情報
を印刷物、データベース、ホー
ムページなど多様な媒体を用い
て企業や地域社会に分かりやす
く伝えられるよう各学校の広報
体制を充実する。
（年度計画）
②　各国立高等専門学校におけ
る教員の研究分野や共同研究・
受託研究の成果などの情報につ
いて、広く提供していくため産
学連携広報のためのパンフレッ
トを、「産学連携・地域連携委
員会」を中心に作成する。

②　教員の研究分野
や共同研究・受託研
究の成果情報の広報
状況

　各学校においては、教員の研究分野や研究活動の成果について、シーズ集や
パンフレットなどの広報誌を作成し、近隣企業に配布するとともに各種行事等
において配布を行った。
　また、ホームページにおいても研究者の紹介や高専シーズを紹介している。

【平成１７年度に使用した広報誌】
　教員の研究分野紹介に関する広報誌　３８誌（うち１７年度作成２９誌）
　研究成果等の紹介に関する広報誌　　６９誌（うち１７年度作成５５誌）

　さらに、「第１５回全国産業教育フェア」(日本未来科学館）、「サイエン
ススクエア」（国立科学博物館）、「アイデア対決・全国高等専門学校ロボッ
トコンテスト2005」（国技館）、「第３回全国高専テクノフォーラム」（愛知
県産業貿易館）などの全国的な催しにおいてもパネル展示や広報誌の配布を行
い積極的に広報活動を行った。

　シーズ集やパンフレット、ホームページ
などを通じた広報活動やテクノフォーラム
等のイベントを通じた積極的な広報活動を
行ったことは評価できる。

③　満足度調査において公開講
座の参加者の７割以上から評価
されるように、地域の生涯学習
機関として各学校における公開
講座の充実を支援する。
（年度計画）
③　公開講座の参加者に対する
満足度のアンケート調査を行う
とともに、平成１６年度の公開
講座において、満足度の高かっ
た事例を分析し、各学校に分析
結果を周知する。

③　公開講座の充実
支援・状況、参加者
の満足度

  平成１７年度に全国国立高等専門学校で実施された公開講座等は、５０３講
座であった。その内、アンケートの結果７割以上から満足であったとの評価を
受けた講座が４４３講座あり、これはアンケート実施講座の約９２％にのぼ
る。
　また、「産業連携・地域連携委員会」では、公開講座を実施するにあたり、
各学校でより良い公開講座を検討するための検討材料とできるように、公開講
座の実施に際しては、満足度アンケートを実施するよう各学校に依頼するとと
もに、平成１６年度に実施された公開講座について、満足度アンケートの状況
を分野別に分析し、公開講座を開講するうえでの参考となるよう各学校へ通知
した。

　アンケート調査を行った公開講座の９割
以上が７割以上の満足度との評価を受けた
ことは評価できる。

④　国立高等専門学校の卒業生
の動向を把握するとともに、卒
業者のネットワーク作りとその
活用を図る。
（年度計画）
④　各国立高等専門学校の同窓
会組織等とのを連携状況等を踏
まえ、卒業生とのネットワーク
作りの具体的な方策について検
討を行う。

④　卒業生のネット
ワーク作り・活用状
況

　沖縄高専を除く５４校すべてにおいて同窓会組織を有しており、各校におい
てそれぞれ卒業生との連携が図られている。

「同窓会長賞の授与」（長岡高専）
　長岡高専の同窓会は、毎年、新卒業生の中で、在学中に課外活動で大きな功
績が認められた学生に対し、同窓会長賞を贈り、本人の功績を讃えるととも
に、課外活動の活性化を同窓会として援助しており、平成１７年度は１３人が
表彰された。

「学校創立４０周年記念同窓会・祝賀会」（北九州高専）
　北九州高専同窓会は、平成１７年１０月１６日に学校創立４０周年記念同窓
会と祝賀会を開催し、全国から同窓生、元教職員等２００名弱が参加した。何
十年ぶりかの母校訪問という人もいて、青春の日々が甦ったかのような雰囲気
だった。
　祝賀会では、陣内校長が母校の概況をパワー・ポイントで説明。ロボコンや
バドミントン、剣道、野球等の輝かしい戦果が紹介されるたびに大きな拍手が
あちこちに起こった。東京から駆けつけたＯＢのひとりは、「後輩の活躍が私
たちの励みになっている」と感謝の言葉を述べ、学校の世代を超えた連携を深
めることができた。

　沖縄高専を除く全ての高専に同窓会組織
を有しており、各学校の同窓会組織と協力
した連携事業が行われていることは評価で
きる。

中期計画
（年度計画）

社会との連携、国際交流の
推進状況

評価項目

Ａ Ａ

機構による自己評価 委員による評価

○国立高等専門学校機構在外研究
員制度による教員の積極的な海外
派遣により、国際交流が進んでい
ることや、各学校における公開講
座開催の支援として、機構から各
学校に満足度アンケートを分析し
た情報を提供したり、新たに全国
的な催しにおいても広報活動を行
うなど、機構としての取組が進ん
でいる。

○また、各学校においても、地域
共同テクノセンターを中心として
開催した公開講座において高い満
足度を得るなど、地域に積極的に
貢献していると認められる。

○そのほか、各学校においては、
研究分野や研究成果の紹介のため
積極的な広報活動を行っているこ
とから、全体として報告のとおり
評価する。

○今後は、卒業生のネットワーク
作りのための取組を一層進めるこ
とが期待される。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

⑥　特に留学生に対しては我が
国の歴史・文化・社会に触れる
研修旅行などの機会を学校の枠
を越えて毎年度提供する。
（年度計画）
⑥　各地区において、地区を基
本とした外国人留学生に対する
研修旅行を検討し、実施する。

⑥　留学生に対する
学校の枠を超えた研
修などの提供状況

　「教育研究交流委員会」では平成１６・１７年度に渡って学校の枠を超えた
外国人留学生に対する研修旅行の実施事例を全国の高専に周知し、積極的な取
り組みを要請してきた。この結果、平成１６年度には北海道地区のみで実施さ
れていた、地区を基本とした外国人留学生に対する研修旅行が平成１７年度に
は、北海道、東北、東海、中国の、４地区において実施され、１４４名の外国
人留学生が参加した。また、地区を基本としない取り組みでも、小山高専と木
更津高専では両校の留学生の合同研修を実施し、２１名の外国人留学生が参加
した。
　研修旅行では、歴史的施設や社会見学を通じて歴史・文化・社会を学ぶとと
もに、ウインタースポーツの体験も組み込まれたものもあり、普段は交流する
機会の少ない他校の外国人留学生との親睦を深められるよう工夫されている。
　高専機構では、こうした留学生に対する学校の枠を超えた研修旅行に対し、
重点的な経費の配分を行い、各校での実施を支援した。

　学校の枠を超えた外国人留学生に対する
取り組み事例を各校高専に周知することに
よりこれまで地区を基本とした外国人留学
生に対する研修旅行が４地区で行われるな
ど積極的な取り組みが促進された。

評価項目
中期計画

（年度計画）

⑤　海外の教育機関
との国際交流の推進
状況

⑤　安全面への十分な配慮を払
いつつ、学生や教員の海外交流
を促進するため海外の教育機関
との国際交流を推進する。
（年度計画）
⑤　各学校と海外の教育機関と
の学術交流数を増加させるとと
もに、各学校で実施している海
外交流の中で特に優れた取り組
みに対する支援方策について
「教育研究交流委員会」におい
て検討する。また、日本学生支
援機構の海外留学奨学金パンフ
レットを各学校に配布し、学生
の海外奨学金情報を充実させ
る。

（１）海外への派遣と国際交流の状況
  平成１７年度、研修等の目的で海外へ渡航した学生数は８２７人、学会への
参加や研究活動等の目的で海外へ渡航した教員数は７０３人であった。
　国立高専と海外の教育機関との交流協定締結数は平成１７年度末現在で３１
校５８件となっており、このうち平成１７年度に新規に締結された交流協定数
は１２件であつた。
（２）「国立高等専門学校機構在外研究員」制度の発足
　平成１７年度より国立高等専門学校の教職員を海外の教育研究機関等に派遣
し、先進的な研究や優れた教育実践に参画させることにより、教育研究能力の
向上を図り各国立高等専門学校の教育研究を充実させることを目的とする。
「国立高等専門学校機構在外研究員」制度を「教育研究交流委員会」の下で発
足させ、３５名の教員を海外の教育研究機関等へ派遣した。
（３）「エコテクノロジーに関するアジア国際シンポジウム」の開催
　平成６年より富山高専が富山市内で開催していた「エコテクノロジーに関す
るアジア国際シンポジウム」を平成１７年度より国立高等専門学校機構の主催
として、中国の東北大学と共催して８月２７日～３０日にかけて中国遼寧省瀋
陽市の東北大学において開催した。
　シンポジウムには日本側から７５人、中国をはじめとするアジア諸国からは
約１２０人の参加があり、高専の学生を含めた各国研究者から１０９件の研究
発表が行われた。
（４）ＪＩＣＡとの連携
　「教育研究交流委員会」が窓口となり、ＪＩＣＡの実施する「自動制御技術
教育改善計画プロジェクト」に協力し、トルコのアナトリア工業高等学校の教
員を研修生として、東京高専に１名と奈良高専に２名、計３名受け入れて工業
自動化技術に関する研修を実施した。
（５）学生の海外派遣の促進
　学生の海外交流については「教育研究交流委員会」の下で、昨年度に引き続
き日本学生支援機構の発行する「海外奨学金パンフレット２００５」を各学校
へ配布し、海外留学のための情報提供に努め、活用の促進を図った。

　国立高等専門学校機構在外研究員制度に
よる教員の海外派遣や国際シンポジウムの
開催などの促進策を講じ、新規に交流協定
が締結されたことは評価できる。

機構による自己評価 委員による評価
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

４　管理運営に関する事項

　スケールメリットを生かした計画的な資源配分として教育環境整備、教育力
向上、学生支援等に配慮した重点配分を行うとともに、新任校長研修会、事務
職員及び技術職員の能力向上のための研修会を行い、学校の管理運営の充実を
目指した。人事給与統合システムの導入に向けた準備や共済支部の統合に向け
た準備を開始した。

　管理運営状況については、以下の事項に
ついて自己評価を行った。

①　機構としての迅速かつ責任
ある意思決定を実現するととも
に、そのスケールメリットを生
かし、戦略的かつ計画的な資源
配分を行う。
（年度計画）
①　スケールメリットを生かし
た戦略的かつ計画的な資源配分
を引き続き行う。

①　迅速かつ責任あ
る意志決定の実現と
スケールメリットを
生かした戦略的かつ
計画的な資源配分状
況

　経費の配分については、役員会において次の配分方針を定めた。

　各高専それぞれの特色を生かした運営が可能となるよう、各高専の裁量を勘
案しつつ業務の継続性及び円滑な実施に配慮するとともに、各高専のニーズを
踏まえ予算上のスケールメリットを生かした効果的な資源配分を行うことと
し、特に次の点に配慮して重点的な配分を行うこととする。

１　教育環境の整備のための施設・設備の整備の推進
２　教育の質の向上及び教員の教育力の向上への取組の推進
３　学生支援・生活支援の充実
４　地域社会との連携・国際交流の推進
５　研究の充実
６　その他各高専の特色ある取組
　また、災害・事故等緊急に対応が必要な場合は、最大限の支援を行うものと
する。

　この方針に従い、具体には、効率化１％への対応として、教育に係る経費は
対前年度同額を確保し、その転嫁方策として、管理運営費を２％削減し経費配
分を行った。
　また、各学校のニーズを踏まえ、予算上のスケールメリットを生かして、教
育環境の整備のための施設・設備の整備、教育の質の向上及び教員の教育力の
向上への取組、学生支援・生活支援の充実等に配慮して重点的な配分を行っ
た。
　特に、教育研究プロジェクト及び大型設備費等について、各高専からの申請
に基づき、機構独自に重点的な配分を行った。
　更に、緊急に対応が必要であったアスベスト対策（撤去等）、事件発生によ
る学生のメンタルヘルスに対応するための迅速なカウンセラー配置等、迅速に
所要経費の配分を行った。

　役員会において決定した経費の配分方針
にもとづき、効率化係数１％への対応も念
頭におきながら各高専のニーズを踏まえ、
予算上のスケールメリットを生かした効果
的な資源配分を行った。教育研究プロジェ
クトや大型設備等についても独自に重点配
分を行ったことや、アスベスト対応など緊
急事項についても迅速かつ機動的に措置し
たことは評価できる。

②　管理運営の在り方につい
て、校長など学校運営に責任あ
る者による研究会を開催する。
（年度計画）
②　「教育・ＦＤ委員会」にお
いて、校長を対象とした学校の
管理運営に関する研究会の実施
についての検討し、実施に向け
た準備を行う。

②　学校の管理運営
に関する研究会の開
催状況

　「教育・ＦＤ委員会」において校長を対象とする研修会等の検討を進めた結
果、平成１７年６月までに高専校長に就任した新任校長を対象にした「新任校
長研修会」を平成１７年６月１０日（金）に初めて開催し、校長職経験者３名
を講師に招いて学校の管理運営の在り方に関する研修会を開催した。

　新任校長を対象に学校の管理運営に関す
る研修会を実施することができた。

③  法人としてのスケールメ
リットを生かし、事務の効率
化・合理化を図るため、中期目
標の期間中に、財務会計管理、
人事管理、給与管理について一
元的な共通システムを構築す
る。
（年度計画）
③　業務効率の向上を図るた
め、財務会計管理、人事管理、
給与管理についての一元的な共
通システムの導入について準備
を進める。

③　一元的な共通シ
ステムの構築状況

　現在、高専毎に単独で人事・給与システムを稼動させているが、法人として
の情報の一元管理や業務の効率化、維持費等の削減のため、法人として一元化
したシステムを導入するために、人事給与統合システムを導入するための準備
要員を配置し、平成１９年１０月を目途に完全なシステム一元化を図るために
準備を進めている。また、現在各高専ごとに共済支部を５５支部設置している
が、平成１９年４月に支部を一元化する方向で作業を進め、これに伴い共済シ
ステムについても併せて一元化を行う。
　なお、財務会計管理についての一元化システムについては既に導入済である
が、システムの最適・効率化を図るために、上記の人事給与システム等の導入
に合わせて両システムの連携を図ることや、財務会計管理システムで整備した
高専間ＬＡＮを活用する方向で検討を行っている。

　平成１７年９月に業務改善委員会を設置
し、庶務部門、会計部門において具体的な
改善策の検討を開始した。
　特に庶務部門において検討された共済事
務一元化については、現在の法人内にある
５５共済支部を、１支部に廃止・統合を行
うこととし、平成１８年４月に共済支部統
合に向けた準備室を設置、その準備に着手
している。
　人事給与統合システムを導入するための
準備を進め高専ごとに設置されている共済
組合５５支部を一元化する方向で検討を進
めていることは評価できる。

中期計画
（年度計画）

評価項目

管理運営状況

機構による自己評価

Ａ Ａ

委員による評価

○５５校の国立高等専門学校が１
つの法人にまとめられたスケール
メリットについては、法人化２年
目に当たり、各校の事務体制を３
課から２課にすることを決定した
り、業務改善委員会における検討
が行われたことにより、共済事務
の一元化を決定したことを評価す
る。

○資源配分については、機構とし
て予算執行の際の重点方針を定
め、各学校への予算経費の配分に
当たり管理運営費相当額を２％削
減することにより教育に係る経費
相当額を確保するなど工夫したこ
とを評価する。

○このほか、人事給与システムの
一元化のための準備等が順調に進
捗しているなど、全体として報告
のとおり評価する。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

④-1　事務職員や技
術職員の能力向上を
図る研修会の実施状
況

　昨年に引き続き、事務職員及び技術職員の能力向上のため、高専機構や各学
校において、各種研修会を実施した。特に、技術職員については「技術職員特
別研修会」を長岡、豊橋両技科大学を会場に５０人（東日本２２，西日本２
８）の参加者を得て開催した。
　高専機構や各学校が主催した研修以外にも、社団法人国立大学協会主催の幹
部職員を対象とした新任部長・課長研修会や、他省庁、他の法人、民間等で企
画した研修会等に積極的に参加させた。

　事務職員及び技術職員の能力向上を目的
とした研修会が実施された。

④-2　各種研修会へ
の参加状況

各研修会への参加状況（人数は延べ参加者数）
　
自己啓発　　６９人
学校運営・あり方　　１４２人
職位等研修（職位（課長、係長級等）ごとの階層別）　　３６２人
会計業務　　１３０人
人事労務・セクハラ　　２７３人
安全衛生（防災訓練・交通安全等は除く）　　３２８人
施設業務　　２７人
技術職員　　３２５人
技術・技能　　２３人
情報技術　　１３４人
ＦＤ　　２７２人
ＪＡＢＥＥ・評価　　１２８人
学生・留学生指導　　１７５人
学会・セミナー・シンポジウム　　１４人
産学連携・知的財産・地域貢献　　７３人
図書館業務・著作権　　５０人
保健・看護・メンタルヘルス　　２６３人

注）上記の研修会は高専機構もしくは各学校が主催・共催した研修会のほか、
他の機関、学会及び民間等により実施されたものを含む。

　高専機構、各学校、他の機関等が主催す
る各種研修会に多くの職員が参加できた。

⑤　事務職員については、国立
大学との間や高等専門学校間な
どの積極的な人事交流を図る。
（年度計画）
⑤　事務職員について、国立大
学法人、大学共同利用機関法人
との人事交流を積極的に推進す
る。

⑤　事務職員の国立
大学との間や高等専
門学校間などの人事
交流状況

　事務職員の能力向上のため、国立大学法人等関係機関と十分な連携を図りな
がら、積極的な人事交流を推進している。

　国立大学法人等との積極的な人事交流が
推進できた。

５　その他

　施設整備については、文部科学省により学年進行にあわせて確実に進められ
てきたところであり、基幹整備を含めて全て平成１６年度を持って完了してい
る。
　施設整備については、学年進行にあわせて教育研究に必要な設備の導入を着
実に進めた。
　また、学校敷地は全部で156,056㎡を１０ヵ年計画で順次購入していくこと
としており、平成１８年度に新たに17,256㎡購入するための準備を着実に進め
た。

　沖縄高専の整備状況については、以下の
事項について自己評価を行った。

　平成16年４月から学生受入を
開始する沖縄工業高等専門学校
については、　学年進行にあわ
せ、施設設備の整備や教職員の
配置を確実に図る。
（年度計画）
沖縄工業高等専門学校につい
て、学年進行に伴い、施設設備
の整備や教職員の配置を確実に
行う。

①　沖縄高専の施設
設備整備及び教職員
の配置状況

　施設整備については、文部科学省より学年進行にあわせて確実に進められて
きたところであり、基幹整備を含めて全て平成１６年度を持って完了してい
る。
　設備整備については、学年進行にあわせて教育研究に必要な設備の導入を着
実に進めた。
　また、学校敷地は全部で１５６，０５６㎡を１０ヵ年計画で順次購入してい
くこととしており、平成１８年度に新たに１７，２５６㎡購入するための準備
を着実に進めた。
　平成１６年４月から学生の受入れを開始した沖縄高専に対し、学年進行にあ
わせ、平成１７年度については教員１４人（教授４、助教授６、講師２、助手
２：計３５人）、職員１０人（看護師１を含む計３９人）を増員した。
   なお、増員分については他の高専からの人員削減分を再配置したものであ
る。

　設備整備、教職員ともに計画どおり必要
な措置が行われた。

④　事務職員や技術職員の能力
の向上のため、必要な研修を計
画的に実施するとともに、必要
に応じ文部科学省などが主催す
る研修や企業・地方自治体など
における異業種体験的な研修な
どに職員を参加させる。
（年度計画）
④　事務職員や技術職員の能力
の向上を図るための研修会を計
画的に実施するとともに、国立
大学法人，社団法人国立大学協
会などが主催する研修会に参加
させる。

中期計画
（年度計画）

沖縄高専の整備状況

評価項目 機構による自己評価 委員による評価

Ａ ○沖縄工業高等専門学校において
は、学年進行に伴う教職員の配置
が順調に進んでおり、報告のとお
り評価する。

Ａ

国・地方
自治体

国立大
学法人

大学共同
利用機関

独立行
政法人

民間
企業

合計

他機関からの交流 16 605 0 5 1 627
他機関への交流 0 30 0 5 0 35
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを
含む。）、収支計画及び資金計
画

　自己収入については、学生定員の充足及び外部資金の獲得に努めるととも
に、予算上のスケールメリットを生かした効率的な執行に配慮し、国立高等専
門学校機構と長岡技術科学大学及び豊橋技術科学大学との共同研究に係る包括
契約や、大学評価・学位授与機構による認証評価にかかる評価手数料の一括納
付等による経費の節減と事務手続きの簡素化を図った。このほか、管理運営費
予算を2％（対前年度比）削減し、その財源をもって教育に係る経費の充実を
図り、各学校においても光熱水料、消耗品費の節減を行うなど経費節減に努め
た。

　収益の確保、予算の効率的な執行、適切
な財務内容の実現状況については、以下の
事項について自己評価を行った。

①　収益の確保状況 　運営費交付金以外の収入について、学生定員を充足させつつ、授業料を改定
し学納金収入を確保したほか、現代的教育ニーズ取組支援プログラムや科学研
究費補助金等への申請を行うなど積極的に外部からの資金の確保を行った。

（現代的教育ニーズ取組支援プログラム交付決定額等）
　　平成１６年度採択分　　２件　　３７，７４０千円
　　平成１７年度採択分　　８件　１１８，０７１千円
　　合計　             １０件　１５５，８１１千円
（平成１７年度　科学研究補助金採択件数等）
　　　新規　　　２２０件　３５３，３７０千円
　　　継続　　　２６７件　２５８，９３４千円
　　　合計　　　４８７件　６１２，３０４千円
（平成１７年度　共同研究、受託研究実施件数等）
　　　共同研究　５１４件　　　３３１，５８８千円
　　　受託研究　１９２件　　　４３７，４１４千円

　積極的な取り組みの結果一定の外部資金
を確保することができた。

②　予算の効率的な
執行状況

　各学校の事務・事業の継続性及び円滑な実施が行えるよう、教職員数、学生
数等を基礎として共通的な経費を配分するとともに、各学校のニーズを踏ま
え、予算上のスケールメリットを生かして、教育環境の整備のための施設・設
備の整備、教育の質の向上及び教員の教育力の向上への取組、学生支援・生活
支援の充実等に配慮して重点的な配分を行った。
　執行に当たっては、機構本部と全国各地にある各学校をネットワークで接続
した財務会計システムを活用し、各学校の財務会計の一元化を行うことによ
り、効率化を図った。
　また、長岡技術科学大学や豊橋技術科学大学との包括的な共同研究契約や、
衛星通信教育振興協会とのＳＣＳ（スペース・コラボレーション・システム）
利用に関する契約、長岡技術科学大学との電子ジャーナル利用に関する契約及
び各種損害保険プログラムを機構本部で包括的契約を行った。
　更に、大学評価・学位授与機構による認証評価にかかる評価手数料について
は、各高専からでなく、機構本部で一括して支払いを行い、高専全体の事務手
続きの簡素化や経費の節減を図ることができた。
　そのほか、管理業務の効率化を促し、教育経費の充実を図るため、本部から
の配分において管理運営費予算を2％（対前年度比）削減するとともに、各学
校においても、光熱水料や消耗品費の節減を行うなど効率的な業務運営を行う
ことにより経費の節減に努めた。

　予算の効率的な執行を行うことができ
た。

③　適切な財務内容
の実現状況

　授業料収入や外部資金の確保に努めるとともに、経費の節減に努め財務内容
の適正化に努めた。

　また、国立高等専門学校機構施設整備資金貸付金（ＮＴＴ貸付事業資金）平
成１４年度受入額（１４，８５１，０３４千円）については、平成１７年度か
ら３年間での償還予定であったが、本年度の当初返還予定額４，９５０，３４
４千円に加えて、補正予算により繰上償還のための予算が措置されたことに伴
い、本年度中に全額償還することができた。

　適切な財務内容を実現することができ
た。

１　収益の確保、予算の効率的
な執行、適切な財務内容の実現
２　予算
３　収支計画
４　資金計画
５　予算等のうち常勤役職員に
係る人件費
　平成22年度の常勤役職員に係
る人件費を平成17年度（49,734
百万円）に比べて5.0％以上
（平成20年度までには概ね
2.5％以上）削減する。ただ
し、平成18年度以降の人事院勧
告を踏まえた給与改定を行った
場合は、その改定分について
は、削減対象から除く。なお、
人件費の範囲は報酬（給与）、
賞与、その他の手当であり、退
職金、福利厚生費（法定福利費
及び法定外福利費）は含まな
い。その際、国家公務員の給与
構造改革を踏まえ、役職員の給
与について、必要な見直しを行
う。

（年度計画）
１　収益の確保、予算の効率的
な執行、適切な財務内容の実現
２　予算
３　収支計画
４　資金計画

中期計画
（年度計画）

評価項目

収益の確保、予算の効率的
な執行、適切な財務内容の
実現状況

機構による自己評価 委員による評価

Ａ Ａ○収益の確保については、運営費
交付金以外の競争的資金の確保に
努めており、地域共同テクノセン
ターを中心とした地域密着型の研
究を推進することにより、共同研
究、受託研究数や金額が増加した
ことや、現代的教育ニーズ取組支
援プログラム採択数が増加したこ
となどを、全体として報告のとお
り評価する。

○予算の効率的な執行について
は、限られた資源を配分する際、
機構として予算執行の際の重点方
針を定め、各学校への予算経費の
配分に当たり管理運営費相当額を
２％削減することにより教育に係
る経費相当額を確保するなど工夫
したことについて評価できる。ま
た、機構全体において包括的契約
を行うことなどにより経費の効率
化を図っていると評価する。

○財務内容については、法人全体
として、予定を超える授業料収入
や外部資金の確保を行うことがで
き、利益剰余金６１百万円を計上
できた。各学校を見れば、学校に
よっては当年度収支で損失が発生
している場合もあるが、その額も
僅少であり、原因も会計処理上発
生したもので、法人の財務内容全
体に影響を及ぼすものではないと
見受けられるため、適正な財務状
況が実現していると評価する。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

Ⅳ　短期借入金の限度額

　短期借り入れが必要となる事態は発生しなかった。

１　短期借入金の限度額
　　　177億円
２　想定される理由
　運営費交付金の受入の遅延及
び事故の発生等により緊急に必
要となる対策費として借入する
ことが想定される。
（年度計画）
１　短期借入金の限度額
　　　177億円
２　想定される理由
　運営費交付金の受入の遅延及
び事故の発生等により緊急に必
要となる対策費として借入する
ことが想定される。

①　短期借入金の状
況

　短期借り入れが必要となる事態は発生しなかった。

Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は
担保に供する計画

　民有地等により分断されていた、東京工業高等専門学校及び鳥羽商船高等専
門学校の用地について、土地交換を行うことにより有効活用及び学生の安全確
保を図った。

　重要財産の処分等の状況については、以
下の事項について自己評価を行った。

計画の予定なし。
（年度計画）
１  東京工業高等専門学校の土
地の一部（東京都八王子市東浅
川町674-3外、約3,109.68
㎡）を譲渡する。
２  鳥羽商船高等専門学校の土
地の一部（三重県鳥羽市池上町
１番１、約495.13㎡）を　譲渡
する。

―

【東京工業高等専門学校の土地の譲渡】

　東京工業高等専門学校の用地は、学校設置時から、民有地等によって３分割
された状態（民有地は高専の用地内において袋地となっていた）であったが、
当該民有地所有者と土地交換を行うことにより、３分割された土地が一体化さ
れることとなった。これに伴い、学校用地の有効利用が可能となった。

【鳥羽商船高等専門学校の土地の譲渡】

　鳥羽商船高等専門学校の用地には、鳥羽市所有の旧井溝が介在しており、こ
れによって高専の敷地の一部が分断されていた（当該部分の土地は、高専が鳥
羽市から無償で借り受けていた）。
　鳥羽市が市道の拡幅を行うこととなったことに伴い、鳥羽市から鳥羽商船高
専に対して、市道に接面する高専の外周部の土地と鳥羽市所有の旧井溝を交換
することについての要望があり、交換を行った。これにより、地域への協力を
果たすとともに、高専内に介在する市有地が解消され学校用地の有効利用が可
能となり、また、交換により拡幅される市道は、通学路にもなっていることか
ら、学生の通学時の安全性確保にも資することが可能となった。

　学校用地の有効活用が可能となるととも
に、学生の通学時の安全確保を図ることが
できた。

中期計画
（年度計画）

重要財産の処分等の状況

短期借入金の状況

評価項目

－

委員による評価機構による自己評価

― ―

Ａ

－

○報告のとおり評価する。 Ａ
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

Ⅵ　剰余金の使途

　予算の効率的な執行等により生じた剰余金については、教育研究活動の充
実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推進等地域貢献の充実にあてることと
したものである。

　剰余金の使途については、以下の事項に
ついて自己評価を行った。

　決算において剰余金が発生し
た場合には、教育研究活動の充
実、学生の福利厚生の充実、産
学連携の推進などの地域貢献の
充実のために充てる。
(年度計画）
　決算において剰余金が発生し
た場合には、教育研究活動の充
実、学生の福利厚生の充実、産
学連携の推進などの地域貢献の
充実のために充てる。

①　剰余金の発生・
使用状況

（１）剰余金の発生状況
　各高専において、効率的な執行に努めた結果、６１百万円の剰余金が発生し
た。
　剰余金の繰越承認が得られた場合には、教育研究活動の充実、学生の福利厚
生の充実、産学連携の推進などの地域貢献の充実のために充てることとしてい
る。

（２）剰余金の使用状況
　平成１７年度中における剰余金の執行はなかった。

　予算の効率的な執行に努めた結果、今後
の教育研究活動の充実、学生の福利厚生の
充実、産学連携の推進及び地域貢献の充実
に充てる費用を確保できたことは評価でき
る。

Ⅶ　その他主務省令で定める業
務運営に関する事項

１　施設・設備に関する計画

　国立大学等施設緊急整備５か年計画に従い、建築基準法改正前の１９７０年
以前の建物を中心に老朽・狭隘の状況改善を計画し重点整備することとし、緊
急営繕事業の採択については、緊急営繕事業選定委員会を設置した。

　施設・設備の整備状況については、以下
の事項について自己評価を行った。

　教育研究の推進や学生の福利
厚生の改善のために必要な施設
設備の新設、改修、増設等を計
画的に進める。
（年度計画）
　施設・設備等の実態調査の結
果などを踏まえ、「教育環境整
備委員会」において、教育研究
の推進や福利厚生の改善に必要
な施設・設備に関する整備計画
策定に着手する。

①　施設・設備の整
備状況

「教育環境整備委員会」において施設整備計画策定に向け着手し「国立大学等
施設緊急整備５か年計画」に従い１９７０年以前の建物を中心に老朽・狭隘の
状況改善を重点的に計画整備していくこととした。また、緊急営繕事業の採択
方法について、予算を効率的に使用し、かつ透明性・客観性を確保するために
平成１７年度より「緊急営繕事業選定委員会」を設置した。
  教育環境の整備・活用の項目でも述べたとおり、安全で快適な教育環境を整
備するため、学校の耐震診断及び耐震補強工事を実施した。
  アスベスト対策では、吹き付けアスベスト等の使用実態調査を実施し、各学
校でのアスベスト対策工事を実施した。今後ともアスベスト対策工事の実施を
進めるとともに調査を行っていくこととしている。
  また、バリアフリー対策としてエレベーター、スロープの設置やトイレの改
修を行い、人にやさしい開かれた高専づくりを目指している。

　老朽、狭隘の状況改善を計画し重点整備
していくこととしたこと及び緊急営繕事業
選定委員会を設置したことは評価できる。

中期計画
（年度計画）

剰余金の使途

評価項目

施設・設備の整備状況

機構による自己評価 委員による評価

Ａ

Ａ Ａ

Ａ

○報告のとおり評価する。

○施設・設備の整備については、
限られた財源の中で、緊急営繕や
アスベスト対策など社会的な影響
の大きい問題に対しても対応を
行っていることについて、報告の
とおり評価する。
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

２　人事に関する計画

（１）方針

　事務系職員を中心とした、国立大学法人、大学共同利用機関法人との積極的
な人事交流に加え、教育委員会との人事交流により、厚生補導に実績のある教
育委員会指導主事を学生課長に迎えたほか、民間企業との人事交流として職員
の期限付き採用を行った。教員については、採用校以外で一定期間勤務後、元
の学校に戻ることができる高専間教員交流制度を開始した。

　教職員の人事交流状況及び各種研修の実
施状況については、以下の事項について自
己評価を行った。

①　教職員の人事交
流状況

　ほぼ全ての学校で、国立大学法人、大学共同利用機関法人等との間で事務系
職員を中心に積極的に人事交流を行っているところであるが、人事交流に係る
特筆的な取組としては、北海道教育委員会との人事交流により、厚生補導に関
し実績のある教育委員会指導主事を函館高専及び苫小牧高専の厚生補導の要と
なる学生課長として迎えているほか、徳山高専では、民間企業との人事交流と
して、期限付きで職員を採用している。
　また、教員については、従前、高専間等で人事交流がほとんど行われていな
かったことから、教員の力量を高め，学校全体の教育力の向上を図る一つの方
法として，採用された学校以外の学校で一定期間勤務した後に、元の学校に戻
ることができる「高専間教員交流制度」を開始し、平成１８年４月より４１高
専から４２名の教員が２７の高専に派遣されている。

　事務系職員の人事交流は着実に進んでい
る。また、教員人事交流については「高専
間教員交流制度」により、４１高専から４
２名の教員を２７の高専に平成１８年４月
から派遣することとした。

②　各種研修の実施
状況

　教職員の研修会については、機構あるいは各学校において適切に実施してい
る。

　各種研修会を計画し、適切に実施するこ
とができた。

（２）人員に関する指標
　各学校の職員配置数について採用を抑制し人員削減を行った。 　常勤職員の状況については、以下の事項

について自己評価を行った。

　常勤職員について、その職務
能力を向上させるとともに、中
期目標期間中に全体として効率
化を図りつつ、常勤職員の抑制
を図る。
（年度計画）
  高等専門学校の教育水準の維
持向上を図りつつ、業務運営の
効率化を推進する観点から、人
員の適正配置について「企画委
員会」で検討を進める。

①　常勤職員の状況 　平成１７年度については、平成１６年度に引き続き、法人化以前に行われて
いた第１０次定員削減計画を参考に、各学校の職員配置数について、職員の採
用を抑制し、人員削減を行った（第１０次定員削減計画分については、平成１
７年度で計画完了）。また、平成１６年度に基本方針を決定した第１０次削減
計画と同等規模の削減計画を具体化・実施するために、平成１８年～２０年の
間に各高専教職員２名の削減割り当てを決定し、平成１８年４月から実施して
いる。さらに、より円滑に削減が行えるための対策の一つとして、平成１８年
４月から平成２０年までの間に、現在の１事務部３課体制から、庶務課と会計
課を統合して総務課に改組する１事務部２課体制に順次移行する計画を具体化
し、平成１８年４月の時点で１３の高専で２課体制に移行した。

　第１０次定員削減計画を参考とした定員
削減計画分について、職員の採用抑制によ
る人員削減で完了したこと及び、この第１
０次削減計画と同規模の削減計画を具体化
するため、平成１８年から２０年の間の削
減割り当てを決定したことは評価できる。

　教職員ともに積極的に人事交
流を進め多様な人材の育成を図
るとともに、各種研修を計画的
に実施し資質の向上を図る。
（年度計画）
　教職員の積極的な人事交流を
進め、多様な人材の育成を図る
とともに、各種研修を計画的に
実施し資質の向上を図る。

教職員の人事交流状況及び
各種研修の実施状況

常勤職員の状況

中期計画
（年度計画）

評価項目 機構による自己評価 委員による評価

○高専間教員交流制度の実施など
により、人事交流が進んでいるこ
とや、各校の事務体制を３課から
２課にすることを決定するなど、
常勤職員配置の抑制を図るなど、
報告のとおり評価する

○今後は行政改革の
重要方針（平成１７
年１２月２４日閣議
決定）に基づく総人
件費削減計画の達成
のため、具体的な対
策の検討が求められ
る。

Ａ Ａ

（参考）国立高等専門学校機構もしくは各学校が主催・共催した研修会
研修分野 回数 教員 教員以外 総数

自己啓発 3 0 57 57
学校運営・あり方 7 172 104 276
職位等研修（職位（課長、係長級等）階層別） 32 318 138 456
会計業務 2 0 43 43
人事労務・セクハラ 9 239 122 361
施設業務 1 0 1 1
技術職員 17 59 272 331
技術・技能 1 9 10 19
情報技術 8 237 64 301
ＦＤ 65 3145 272 3417
ＪＡＢＢＥ・評価 12 506 106 612
学生・留学生指導 13 373 40 413
学会・セミナー・シンポジウム 2 211 0 211
産学連携・知的財産・地域貢献 5 84 18 102
保健・看護・メンタルヘルス 11 513 182 695
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指　　標 評価項目・評価指標等
に対する実績 左記実績についての自己評価 自己

評定 機構からの報告についての評価 評定 留意事項等

３　設備に関する災害復旧に係
る計画

　新潟県中越地震により被害を受けた長岡工業高等専門学校の設備の復旧整備
を行った。

　被災設備の復旧状況については、以下の
事項について自己評価を行った。

　平成16年に発生した新潟県中
越地震並びに台風16号、18号及
び23号により甚大な被害を受け
た設備の復旧整備をすみやかに
行う。
（年度計画）
　平成１６年に発生した新潟県
中越地震により被害を受けた長
岡工業高等専門学校の設備の復
旧整備を速やかに行う。

①　被災設備の復旧
状況

　平成１６年に発生した新潟県中越地震により被害を受けた長岡工業高等専門
学校の設備の復旧整備について、平成１６年度に引き続き、所要経費の配分を
行った（平成１７年度措置額：６８，０００千円）。
　これにより、施設の整備に伴い設置・修繕するものを除いては、平成１７年
度で復旧整備が完了した。

　施設の整備に伴う設置・修繕を除き、平
成１７年度で復旧整備が完了したことは評
価できる。

被災設備の復旧状況

評価項目
中期計画

（年度計画）

Ａ Ａ

機構による自己評価 委員による評価

○報告のとおり評価する。

26



評価フォーマットに関する補足資料



目 次

○平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比

○平成１７年度における効率化について

Ｐ１ ② 戦略的かつ計画的経費配分状況

○学校のＰＲとなった報道事例について

Ｐ２ ①－２ マスコミを通じた広報状況

○平成１８年度 高専間教員交流制度 派遣受入状況

Ｐ８ ② 人事交流制度等の検討・導入状況

○教員の博士・修士の取得状況の推移（平成１５年～１７年度）

Ｐ９ ③ 優れた教育能力を有する教員の採用、教員の採用・在職状況

○学生寄宿舎の利用現況等（平成１７年１２月１日現在）

Ｐ１５ ② 図書館及び寄宿舎の整備状況

○共同研究、受託研究、受託試験の受入れ件数・金額の推移

Ｐ１７ ② 共同研究、受託研究の促進・公表状況

○高等専門学校の事務組織２課体制への移行について

Ｐ２５ ① 常勤職員の状況

○独立行政法人国立高等学校機構の役員の報酬等の支給状況について



平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比表 （単位　:　百万円）

○貸借対照表高専別対比表
区分 01_函館高専 02_苫小牧高専 03_釧路高専 04_旭川高専 05_八戸高専 06_一関高専 07_宮城高専 08_仙台高専 09_秋田高専 10_鶴岡高専 11_福島高専 12_茨城高専

資産 6,574 2,729 4,527 3,066 6,829 2,622 5,403 4,789 5,561 2,856 4,701 2,387
流動資産 369 281 443 205 254 293 267 80 218 287 230 204
固定資産 6,204 2,448 4,083 2,861 6,574 2,329 5,136 4,709 5,343 2,568 4,470 2,183

負債 544 404 532 443 380 445 488 213 328 423 347 360
流動負債 393 279 463 225 273 319 276 104 240 313 268 243
固定負債 151 124 69 217 107 126 211 108 88 109 79 116

資本 6,028 2,326 3,993 2,622 6,448 2,169 4,909 4,573 5,230 2,430 4,353 2,026
資本金 5,543 2,217 3,047 2,759 7,043 2,754 5,428 4,984 5,394 2,733 3,814 2,430
資本剰余金 483 85 946 △ 137 △ 595 △ 585 △ 521 △ 411 △ 165 △ 303 538 △ 403
利益剰余金 2 23 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0
（うち当期総利益） 2 23 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

○損益計算書高専別対比表
区分 01_函館高専 02_苫小牧高専 03_釧路高専 04_旭川高専 05_八戸高専 06_一関高専 07_宮城高専 08_仙台高専 09_秋田高専 10_鶴岡高専 11_福島高専 12_茨城高専

経常収益 1,706 1,518 1,507 1,378 1,457 1,563 1,584 1,229 1,344 1,395 1,452 1,510
運営費交付金収益 1,302 1,170 1,161 1,114 1,142 1,238 1,194 914 1,071 1,105 1,096 1,157
学納金 288 266 261 215 230 225 276 217 219 215 276 291
外部資金 23 44 16 7 24 49 63 43 18 24 19 21
施設費収益 32 5 38 0 18 14 1 16 3 22 27 0
資産見返負債戻入 47 17 17 33 32 29 44 27 24 21 23 32
その他 12 14 13 8 9 5 4 9 6 6 9 6

臨時利益 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
経常費用 1,680 1,493 1,508 1,378 1,457 1,563 1,580 1,229 1,343 1,395 1,437 1,510

業務費 1,551 1,389 1,348 1,242 1,369 1,389 1,474 1,151 1,239 1,303 1,351 1,437
教育・研究経費等 243 250 231 206 276 304 275 257 240 247 271 280
受託研究費等 9 18 5 1 5 33 40 18 8 12 9 4
人件費 1,297 1,121 1,111 1,034 1,087 1,051 1,158 876 989 1,043 1,069 1,153

一般管理費 128 103 159 136 88 173 104 77 104 92 86 72
その他 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

臨時損失 23 0 0 0 0 0 1 0 0 0 14 0
当期純利益（純損失） 2 23 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0
目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期総利益（総損失） 2 23 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0

① ①③ ①

経費の有効利
用による

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

当期純利益（損失）の発生事由

会計処理上生じたもの
※発生事由を丸数字で表示し、内容を下欄へ記載

上記以外の事由により生じたもの

◎会計処理上生じた当期純利益（損失）の発生事由
　①前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも少なかったため【利益要因】
　②前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも多かったため【損失要因】
　③自己収入（受託研究、共同研究）で購入した固定資産（汎用性の高いもの）について、通常の耐用年数により減価償却を行ったもの【初年度は利益要因、次年度以降は損失要因】
　④前期損益修正のため（資産見返負債の過少計上、減価償却費の計上もれ）



平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比表 （単位　:　百万円）

○貸借対照表高専別対比表
区分

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
（うち当期総利益）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

○損益計算書高専別対比表
区分

経常収益
運営費交付金収益
学納金
外部資金
施設費収益
資産見返負債戻入
その他

臨時利益
経常費用

業務費
教育・研究経費等
受託研究費等
人件費

一般管理費
その他

臨時損失
当期純利益（純損失）
目的積立金取崩額
当期総利益（総損失）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

当期純利益（損失）の発生事由

会計処理上生じたもの
※発生事由を丸数字で表示し、内容を下欄へ記載

上記以外の事由により生じたもの

13_小山高専 14_群馬高専 15_木更津高専 16_東京高専 17_長岡高専 18_富山工業高専 19_富山商船高専 20_石川高専 21_福井高専 22_長野高専 23_岐阜高専 24_沼津高専
3,713 5,488 5,461 14,580 9,225 3,992 4,595 5,584 4,313 7,088 3,444 6,882

159 146 132 303 2,116 230 140 185 154 210 219 258
3,553 5,341 5,329 14,276 7,108 3,761 4,454 5,398 4,158 6,878 3,225 6,624

276 296 280 564 2,842 409 303 323 322 402 345 459
200 174 157 336 2,151 249 147 218 188 242 252 281
75 122 122 228 690 159 155 104 134 160 92 178

3,436 5,187 5,181 14,013 6,380 3,581 4,289 5,256 3,989 6,683 3,095 6,422
3,557 5,800 5,776 14,299 4,615 4,038 5,018 5,301 4,473 7,006 3,382 6,770

△ 121 △ 608 △ 595 △ 286 1,763 △ 457 △ 727 △ 40 △ 483 △ 322 △ 287 △ 348
0 △ 4 0 0 1 0 △ 1 △ 4 0 0 0 0
0 △ 4 0 0 1 0 △ 1 △ 4 0 0 0 0

13_小山高専 14_群馬高専 15_木更津高専 16_東京高専 17_長岡高専18_富山工業高専19_富山商船高専20_石川高専 21_福井高専 22_長野高専 23_岐阜高専 24_沼津高専
1,461 1,536 1,440 1,604 2,276 1,358 1,291 1,411 1,491 1,470 1,520 1,636
1,133 1,118 1,054 1,240 1,406 1,065 998 1,065 1,120 1,114 1,091 1,252

276 286 290 276 294 212 231 278 269 271 283 285
14 70 33 30 70 35 16 27 48 49 75 41
15 10 10 0 420 0 14 15 15 1 14 1
17 39 39 47 75 37 24 18 27 21 46 40
4 10 12 9 9 8 6 5 10 10 8 14
0 △ 4 0 0 0 0 △ 1 △ 4 0 △ 1 0 0

1,461 1,536 1,440 1,590 1,864 1,358 1,290 1,411 1,491 1,469 1,519 1,636
1,388 1,465 1,363 1,460 1,660 1,290 1,206 1,324 1,415 1,336 1,429 1,537

253 305 287 262 330 239 257 240 282 221 326 283
4 41 14 5 43 19 2 9 13 22 26 19

1,130 1,118 1,061 1,192 1,287 1,030 945 1,075 1,119 1,092 1,076 1,233
72 70 76 129 203 68 84 86 76 132 90 99
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 13 410 0 0 0 0 0 0 0
0 △ 4 0 0 1 0 △ 1 △ 4 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 △ 4 0 0 1 0 △ 1 △ 4 0 0 0 0

④ ① ④ ④

◎会計処理上生じた当期純利益（損失）の発生事由
　①前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも少なかったため【利益要因】
　②前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも多かったため【損失要因】
　③自己収入（受託研究、共同研究）で購入した固定資産（汎用性の高いもの）について、通常の耐用年数により減価償却を行ったもの【初年度は利益要因、次年度以降は損失要因】
　④前期損益修正のため（資産見返負債の過少計上、減価償却費の計上もれ）



平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比表 （単位　:　百万円）

○貸借対照表高専別対比表
区分

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
（うち当期総利益）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

○損益計算書高専別対比表
区分

経常収益
運営費交付金収益
学納金
外部資金
施設費収益
資産見返負債戻入
その他

臨時利益
経常費用

業務費
教育・研究経費等
受託研究費等
人件費

一般管理費
その他

臨時損失
当期純利益（純損失）
目的積立金取崩額
当期総利益（総損失）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

当期純利益（損失）の発生事由

会計処理上生じたもの
※発生事由を丸数字で表示し、内容を下欄へ記載

上記以外の事由により生じたもの

25_豊田高専 26_鳥羽高専 27_鈴鹿高専 28_舞鶴高専 29_明石高専 30_奈良高専 31_和歌山高専 32_米子高専 33_松江高専 34_津山高専 35_広島高専 36_呉高専
6,121 6,049 6,192 3,542 5,712 4,425 2,066 4,943 5,715 4,390 3,700 6,594

97 132 315 233 302 170 309 189 158 136 161 239
6,023 5,916 5,876 3,309 5,410 4,255 1,756 4,753 5,557 4,254 3,538 6,354

280 283 535 317 493 328 466 295 338 350 228 412
113 137 348 257 311 197 330 212 197 166 173 261
166 146 186 59 182 130 135 83 140 183 55 150

5,836 5,750 5,655 3,224 5,192 4,087 1,599 4,646 5,376 4,040 3,470 6,181
5,352 6,088 6,001 2,967 6,089 4,414 1,856 3,197 6,023 4,931 4,036 5,841

484 △ 338 △ 346 257 △ 888 △ 326 △ 257 1,449 △ 646 △ 891 △ 565 339
0 0 0 0 △ 9 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 △ 9 0 0 0 0 0 0 0

25_豊田高専 26_鳥羽高専 27_鈴鹿高専 28_舞鶴高専 29_明石高専 30_奈良高専 31_和歌山高専 32_米子高専 33_松江高専 34_津山高専 35_広島高専 36_呉高専
1,473 1,194 1,701 1,367 1,342 1,488 1,450 1,599 1,471 1,282 1,245 1,466
1,063 940 1,282 1,087 1,065 1,125 1,142 1,190 1,093 960 1,034 1,126

293 166 309 224 224 284 224 277 286 231 146 229
39 10 42 11 32 43 17 31 34 21 9 44
31 43 13 20 1 0 26 71 16 9 19 16
39 22 45 11 12 28 26 22 30 46 27 38
7 10 7 12 5 5 13 5 9 13 8 10
0 0 0 0 △ 8 0 0 0 0 0 0 0

1,465 1,190 1,701 1,367 1,343 1,488 1,450 1,599 1,471 1,281 1,245 1,466
1,325 1,075 1,625 1,278 1,243 1,403 1,336 1,528 1,353 1,193 1,169 1,368

237 211 333 263 174 251 247 381 231 214 282 234
15 1 8 1 20 15 5 15 11 8 3 24

1,073 862 1,284 1,014 1,048 1,137 1,083 1,131 1,110 969 884 1,109
139 115 75 88 99 84 113 70 117 88 76 98

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 △ 9 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 △ 9 0 0 0 0 0 0 0

④

◎会計処理上生じた当期純利益（損失）の発生事由
　①前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも少なかったため【利益要因】
　②前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも多かったため【損失要因】
　③自己収入（受託研究、共同研究）で購入した固定資産（汎用性の高いもの）について、通常の耐用年数により減価償却を行ったもの【初年度は利益要因、次年度以降は損失要因】
　④前期損益修正のため（資産見返負債の過少計上、減価償却費の計上もれ）



平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比表 （単位　:　百万円）

○貸借対照表高専別対比表
区分

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
（うち当期総利益）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

○損益計算書高専別対比表
区分

経常収益
運営費交付金収益
学納金
外部資金
施設費収益
資産見返負債戻入
その他

臨時利益
経常費用

業務費
教育・研究経費等
受託研究費等
人件費

一般管理費
その他

臨時損失
当期純利益（純損失）
目的積立金取崩額
当期総利益（総損失）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

当期純利益（損失）の発生事由

会計処理上生じたもの
※発生事由を丸数字で表示し、内容を下欄へ記載

上記以外の事由により生じたもの

37_徳山高専 38_宇部高専 39_大島高専 40_阿南高専 41_高松高専 42_詫間高専 43_新居浜高専 44_弓削高専 45_高知高専 46_久留米高専 47_有明高専 48_北九州高専

4,699 5,014 3,895 6,054 5,198 4,176 7,463 4,312 5,079 7,040 6,231 7,936
180 383 264 215 213 314 43 179 291 419 223 228

4,518 4,631 3,630 5,839 4,984 3,862 7,420 4,132 4,787 6,621 6,007 7,708
294 622 418 380 388 382 260 263 464 506 323 427
197 408 269 235 244 336 74 179 284 440 241 261
96 213 148 145 144 45 185 84 180 65 81 166

4,422 4,382 3,489 5,672 4,808 3,793 7,199 4,039 4,613 6,532 5,917 7,508
4,937 4,827 4,345 5,182 5,449 3,453 7,974 4,310 4,170 6,418 5,485 7,813

△ 515 △ 445 △ 855 490 △ 641 340 △ 778 △ 271 442 103 409 △ 304
0 0 0 0 0 0 3 0 1 9 22 0
0 0 0 0 0 0 3 0 1 9 22 0

37_徳山高専 38_宇部高専 39_大島高専 40_阿南高専 41_高松高専 42_詫間高専 43_新居浜高専 44_弓削高専 45_高知高専 46_久留米高専 47_有明高専 48_北九州高専
1,192 1,559 1,261 1,398 1,375 1,311 1,452 1,202 1,531 1,737 1,493 1,551

946 1,187 1,031 1,069 1,081 1,026 1,053 985 1,082 1,371 1,145 1,159
181 279 160 215 222 222 271 160 211 294 276 293
26 30 7 30 31 14 45 9 66 24 48 50
3 9 11 44 1 21 6 9 115 15 0 0

23 44 42 29 29 20 58 25 38 27 17 42
10 8 7 8 9 5 16 11 17 5 5 6
0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 22 0

1,192 1,553 1,261 1,398 1,375 1,311 1,449 1,202 1,530 1,727 1,493 1,552
1,097 1,470 1,186 1,320 1,273 1,201 1,346 1,055 1,447 1,621 1,380 1,470

182 268 247 282 206 211 265 205 355 223 174 261
11 3 0 13 10 5 38 1 25 9 37 30

904 1,198 937 1,023 1,056 984 1,042 848 1,066 1,388 1,169 1,178
95 82 74 78 101 110 102 146 82 106 112 79
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
0 6 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 3 0 1 9 22 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 3 0 1 9 22 0

①③ ③ ④

業務の効率化
による

◎会計処理上生じた当期純利益（損失）の発生事由
　①前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも少なかったため【利益要因】
　②前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも多かったため【損失要因】
　③自己収入（受託研究、共同研究）で購入した固定資産（汎用性の高いもの）について、通常の耐用年数により減価償却を行ったもの【初年度は利益要因、次年度以降は損失要因】
　④前期損益修正のため（資産見返負債の過少計上、減価償却費の計上もれ）



平成１７年度貸借対照表、損益計算書の高専別対比表 （単位　:　百万円）

○貸借対照表高専別対比表
区分

資産
流動資産
固定資産

負債
流動負債
固定負債

資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
（うち当期総利益）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

○損益計算書高専別対比表
区分

経常収益
運営費交付金収益
学納金
外部資金
施設費収益
資産見返負債戻入
その他

臨時利益
経常費用

業務費
教育・研究経費等
受託研究費等
人件費

一般管理費
その他

臨時損失
当期純利益（純損失）
目的積立金取崩額
当期総利益（総損失）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示

当期純利益（損失）の発生事由

会計処理上生じたもの
※発生事由を丸数字で表示し、内容を下欄へ記載

上記以外の事由により生じたもの

49_佐世保高専 50_熊本高専 51_八代高専 52_大分高専 53_都城高専 54_鹿児島高専 55_沖縄高専 00_本部 合計
5,792 3,065 3,924 6,924 4,022 4,823 12,356 4,063 297,948

210 321 223 319 131 137 120 1,808 16,072
5,582 2,744 3,700 6,604 3,890 4,685 12,235 2,255 281,875

328 448 324 422 228 250 1,315 3,324 27,444
226 342 252 343 146 137 120 1,419 16,872
101 105 71 79 82 113 1,195 1,904 10,572

5,464 2,615 3,599 6,503 3,791 4,545 11,040 870 270,503
6,387 2,810 4,131 5,913 3,788 5,036 11,249 0 278,680

△ 922 △ 194 △ 531 586 2 △ 491 △ 208 360 △ 8,740
0 0 0 4 0 0 0 509 563
0 0 0 4 0 0 0 7 61

49_佐世保高専 50_熊本高専 51_八代高専 52_大分高専 53_都城高専 54_鹿児島高専 55_沖縄高専 00_本部 合計
1,269 1,381 1,448 1,525 1,251 1,485 1,388 6,242 86,298

968 1,044 1,150 1,238 961 1,090 1,046 6,194 67,282
228 229 227 214 220 283 98 0 13,433
31 55 18 25 19 54 20 1 1,824
21 13 20 17 2 2 14 3 1,306
8 33 23 24 33 45 195 33 1,940
9 4 9 5 12 8 11 8 510
0 0 0 12 0 0 0 0 12

1,269 1,380 1,449 1,533 1,251 1,485 1,388 6,211 85,742
1,135 1,292 1,384 1,463 1,151 1,383 1,212 5,675 79,604

182 227 237 213 194 251 694 3 14,331
10 37 4 4 9 42 16 0 837

942 1,027 1,142 1,246 946 1,090 501 5,672 64,435
133 88 63 68 100 101 175 535 6,129

0 0 0 0 0 0 0 0 8
0 0 0 0 0 0 0 23 507
0 0 0 4 0 0 0 7 61
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 4 0 0 0 7 61

④

業務の効率化
による

◎会計処理上生じた当期純利益（損失）の発生事由
　①前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも少なかったため【利益要因】
　②前年度前払費用等の費用化分が、今年度の支出執行済で未費用化分よりも多かったため【損失要因】
　③自己収入（受託研究、共同研究）で購入した固定資産（汎用性の高いもの）について、通常の耐用年数により減価償却を行ったもの【初年度は利益要因、次年度以降は損失要因】
　④前期損益修正のため（資産見返負債の過少計上、減価償却費の計上もれ）



業務の効率化、資源配分の状況について

（年度計画）
Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置

運営費交付金を充当して行う業務については、業務の効率化を進め、高等専門学校設
置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相当額及び当年度特別に措置しなけれ
ばならない経費を除き、１％の業務の効率化を図る。

また、各国立高等専門学校がそれぞれの特色を活かした運営を行うことができるよう経
費の戦略的かつ計画的な配分を引き続き行う。

～教育研究環境の維持向上に向けて～１．高専機構としての対応方策

( ) 求められる１％の業務の効率化1
平成１７年度においては、平成１６年度予算額における「効率化対象経費」 百万円48,753

（教職員人件費、教育経費を含む）に対して、１％（ 百万円）以上の効率化を図る必要が488
あり、これは１高専あたり 百万円に相当。9

( ) 役員会の方針2
これを踏まえ、高専機構役員会（平成１７年３月２３日開催）において平成１７年度予算の

配分方針を策定【別紙１】

( ) 具体の配分内容3
役員会において策定された配分方針に基づき、効率化対象経費については次のとおり具

体的な配分を行った。【別紙２】
○教育に係る経費（主に学生に直接係るもの）⇒ 前年度予算と同額を配分
○管 理 運 営 費 ⇒ 前年度予算に対して２％減額し配分

また、同方針に基づき、機構全体として推進するべき事業及び各高専の個別事情に対応
するための重点配分を行った。【別紙３】

( ) 管理運営費の効率化にむけて4
○高専機構を挙げて管理業務の効率化を引き続き推進

⇒ 効率化への対応のための具体的内容及び節減見込みを策定【別紙４】
○５５の国立高等専門学校が１つの法人にまとめられたスケールメリットを生かすため業務

の簡素化・合理化方策を検討。
⇒ 業務改善委員会（庶務部門・会計部門）を設置し、具体的な検討

＜会計部門における検討例＞
資金管理の一元化
学納金の収納業務の一元化
窓口収納の廃止
旅費業務のアウトソーシング
事務用品消耗品、用紙類等の一括契約 等

２．平成１７年度決算にみる効率化の実現
平成１７年度決算による効率化について計算式に基づき算出した実績は△１．１％【別紙５】。
なお、計算式の内容を図式にしたものは【別紙６】のとおり。
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【別紙１】

平成１７年３月２３日
役 員 会 審 議

平成１７年度予算の配分方針

平成１７年度予算（運営費交付金）の配分に当たっては、各高専そ

れぞれの特色を生かした運営が可能となるよう、各高専の裁量を勘案

しつつ業務の継続性及び円滑な実施に配慮するとともに、各高専のニ

ーズを踏まえ予算上のスケールメリットを生かした効果的な資源配分

を行うこととし、特に次の点に配慮して重点的な配分を行うこととす

る。

１ 教育環境の整備のための施設・設備の整備の推進

２ 教育の質の向上及び教員の教育力の向上への取組の推進

３ 学生支援・生活支援の充実

４ 地域社会との連携・国際交流の推進

５ 研究の充実

６ その他各高専の特色ある取組

また、災害・事故等緊急に対応が必要な場合は、最大限の支援を行

うものとする。



【別紙２】

（単位：百万円）

平成１６年度
予算額（Ａ）

平成１７年度
予 算 執 行

方 針

平成１７年度
予 算 執 行
計画額（Ｂ）

増　減　額
（Ｃ）＝(Ｂ)－(Ａ)

平成１７年度
各学校への
配 分 方 針

平成１７年度
配分額（Ｄ）

（△１％）

31,450 31,135 △ 314 31,135

3,175 3,175 0 3,175

（△２％）

3,393 3,325 △ 68 3,325

（△１％）

10,735 10,628 △ 107 10,628

48,753 48,264 △ 490 48,264

平成１７年度予算（効率化対象経費）の配分について

所要額を配分

平成１６年度
予算額と同額

平成１６年度
予算額から

△１％

平成１６年度
予算額と同額

平成１６年度
予算額から

△２％

物
　
件
　
費

教育経費
（主に学生に直接係るもの）

管理運営費

人件費（標準教員人件費を除く）

平成１６年度
予算額から

△２％

平成１６年度
予算額から

△１％

平成１６年度
予算額から

△１％

※上記の経費のほか、標準教員人件費、当年度特別に措置されている経費（退職金、特別教育研究経費など使途が決められている経費）があり、
　これらについては１％の効率化の対象外である。

合　　　　　計

その他のもの
（研究経費、付属施設等経費
等）
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【別紙３】

平成１７年度における重点配分事例

○教育環境整備

・施設整備（校舎、学寮等の補修、構内整備、アスベスト撤去等） ６３６百万円（５５高専）

・新潟中越地震に係る設備復旧 ６８百万円 等

○教育内容・方法改善

・教育研究プロジェクト（学生指導の充実） ４６百万円（２４高専）

・大型設備費 １４３百万円（１０高専）

・高専間教員交流制度に係る受入校整備 ２１百万円（２７高専）

・高専機構在外研究員派遣 １５百万円（３５高専）

・国際シンポジウム（エコテクノロジーに関するアジア国際シンポジウム）実施 ８百万円 等

○学生支援・地域連携等

・メンタルヘルス（学生カウンセラー経費） ２百万円（２高専）

・夏休みサイエンススクエア １１百万円（５高専） 等

・学校の枠を超えた学生の交流活動 １４百万円（９高専）

・産学官連携（全国高専テクノフォーラム開催、産学官連携コーディネーター、企業との連携融

合事業） ６百万円（３高専） 等

○共通的事業経費等

・教員研究集会 ８百万円（６高専）

・重油値上がりに対する燃料費補填 ５３百万円（５４高専）

・論文集「高専教育」発行 ７百万円 等



【別紙４】

（単位：百万円）

事項 具体的内容（主な例） 削減見込額

消耗品費

・用紙使用枚数の削減
　（両面印刷、資料印刷の際、使用済み用紙の裏面の活用）
・事務用図書、定期刊行物購入の見直し
・保存期間が終了した文書ファイルのファイル再利用
・単価契約の導入
・学校ＨＰ、グループウェアの活用によるペーパーレス化の推進による、用紙、印刷製本費及び送料の削減
・リサイクル品（トナーカートリッジ等）の導入　　等

28

光熱水料

・夏期休業中における電気工作物等の保守点検実施にあわせて一斉休業を実施し、光熱水料を削減
・省エネパトロール（学内巡回）による省エネの徹底
・教職員に毎月の光熱水料実績を通知し省エネルギーへの意識向上を図る
・空調機の適正温度の徹底
・高効率変圧器の導入
・空調機の運転制御装置の取り付け
・人感センサー導入による水道、電気料の削減
・節水コマの取り付け
・昼夜の電力需要を調査し、より安価なオプション契約を締結し電気料を削減
・ピークカット実施による安価な契約電力の維持　　等

33

業務委託費、雑役務費、借料

・清掃業務等について、仕様の見直し（場所、回数等）による委託費の削減
・教職員、学生による構内一斉美化デーを設け、環境整備（草刈、清掃等）を行い業務委託経費を削減
・業務内容の見直しによる非常勤職員数、勤務時間の削減
・複写機台数の削減　　等

31

通信運搬費

・メール便の活用による郵便料金の削減
・広報誌等の発送について、発送時期が近いものをまとめて発送することによる郵便料の削減
・電子メールの活用による郵便料の削減
・電話料金サービスの見直しによる電話料の削減
・インターネット接続契約の見直しによる回線料金の削減　　等

7

旅費交通費 ・格安チケット、パック旅行の利用による交通費の削減　　等 3

101

管理運営費効率化のための取組

合　　　　　計



【別紙５】

（単位：千円）

× １００

　H１７年度効率化対象経費予算額 ÷ ０．９９

＝

48,265,685 ÷ 0.99  － ｛82,848,885 - （25,060,385 + 216,343 + 8,907,868 + 171,080 + 84,677 + 1,616 + 175,758）｝
＝

＝ １．１％

H１７年度効率化対象経費予算額÷０．９９

＋ H17年度自己収入増額分 ＋ 組織係数調整額 ＋ 施設面積調整額 ＋ H17年度設備災害復旧経費

平成１７年度における効率化について

）｝
×１００

×１００
48,265,685 ÷ 0.99

　H１７年度予算に対する「△１％の効率化係数を乗する前の見積もりの上の額」における効率化対象経費　－　H１７年度効率化対象経費決算額

H１７年度予算に対する「△１％の効率化係数を乗する前の見積もりの上の額」における効率化対象経費

 －　　｛H17年度業務費決算額－ （H１７年度設置基準教員人件費 ＋ H17年度特別教育研究経費 ＋ H17年度特殊要因経費(退職手当等の残を除く)



【別紙６】

設置基準教員人件費
同    額

効率化対象経費
効率化

÷０．９９ △ 1.1 ％

特別教育研究経費

特殊要因経費
同　額 自己収入増額分⑤ 171

組織係数・施設面積調整額⑥ 86

合　　計 82,997 合　　計 83,485

効率化対象経費②効率化対象経費

平成17年度における効率化について

特殊要因経費

216

平成１７年度予算額

25,060

48,266

同　額

(△522百万円)

設置基準教員人件費

特別教育研究経費

同    額

＝⑧ - (①+③+④+⑤+⑥+⑦)

特別教育研究経費③

特殊要因経費
　(退職手当等の残を除く）④

82,849

（単位：百万円）

△１％の効率化係数を乗する
前の見積もりの上の額

平成１7年度業務費決算額合計⑧

設備災害復旧経費⑦ 176

平成１7年度業務費決算額

設置基準教員人件費①

（注）平成１７年度業務費決算額の効率化対象経費（48,231百万円）は、平成１７年度決算報告書（支出）の業務費（82,849百万円）の一部であり、教育研究
　　経費及び一般管理費が混在している。

25,060

48,231

216

8,908

86

25,060

48,753

216

9,369
9,369

組織係数・施設面積調整額
組織係数・施設面積調整額 86
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各学校のＰＲとなった報道事例について

１ 平成１７年度における報道事例について
各学校において、報道機関との連携に努め、学生の活動、教員の教育・研究活動、学

校としての取り組みなど、多様な内容の報道が行われた （新聞報道：約４００件、テ。
レビ放映：約３０件、その他：約２０件）

主な報道事例は次のとおり。

学生の活動に関する報道（約２００件）

・在学中の「３次元マウス」に係る特許出願（釧路高専）
・先端技術大賞の特別賞 ラジコン新型シャーシーで特許出願（徳山高専）
・間伐材の有効利用（石川高専）
・学生がデザインした駅前アーケード完成（米子高専）
・数学検定グランプリ金賞を受賞（津山高専）
・ロボコン関連（仙台電波高専、福島高専、小山高専、福井高専、沼津高専、

舞鶴高専、津山高専、広島商船高専、高知高専、北九州高専、鹿児島高専）
・課外活動における活躍

ウォーターボーイズ選手権（鈴鹿高専、一関高専）
世界車いすバスケジュニア選手権等（長野高専）

（ ） （ ）全日本手づくりゼロハンカーレース 学生クラス 二年連続優勝 呉高専
・ボランティア活動（福島高専、広島商船高専、高知高専）

教員の教育・研究活動に関する報道（約８０件）

・アスベスト無害化に係る新技術の開発（群馬高専）
・炭素繊維の活用による河川浄化（群馬高専）
・廃棄物リサイクル（ゼロエミッション）に関する共同研究（小山高専）
・サンマ漁にＬＥＤ集魚灯（木更津高専）
・シジミの生死を判別する自動選別装置の開発（松江高専）
・階段状の新型ねじの開発（富山高専）
・ロボットコンテストとものづくり教育（７回連載 （阿南高専））
・出前授業（函館高専、一関高専、小山高専、長野高専、岐阜高専、米子高専、

徳山高専、阿南高専）

学校としての取り組みに関する報道（約１７０件）

・ 現代的教育ニーズ取組支援プログラム」に係る取り組み（苫小牧高専、「
奈良高専、宇部高専、高知高専）

・ サイエンス・パートナーシップ」に係る取り組み（詫間電波高専）「
・ 夢・化学－２１」キャンペーンに係る取り組み（一関高専、沼津高専）「

（ 、 、 、 、・地方公共団体との連携協定の締結 八戸高専 石川高専 福井高専 奈良高専
宇部高専、詫間電波高専、高知高専、鹿児島高専）

・ＪＡＢＥＥ関連（旭川高専、沼津高専、宇部高専、有明高専）
・認証評価関連（福井高専、鈴鹿高専、阿南高専）
・中学生ロボット競技会の実施（福島高専、沼津高専）
・ 福島高専の挑戦 （２５回連載のうち１２回 （福島高専）「 」 ）
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２ 今後の取組について
「入試方法の改善に関する委員会」において、報道機関との連携強化について検討の

上、各学校に対し、学校の評判、認知度の向上を図るため、次の事項を参考にし、今後
一層、地元の報道機関との連携に努め、広報の充実を図るようお願いする予定である。

【報道機関への情報提供の充実】
学生の活動、教員の教育・研究活動、学校としての取り組みなど、学校に

おける出来事を幅広く、報道機関へ積極的に情報提供を行う。

【幅広いメディアとの連携】
新聞、テレビに限らず、地元の情報誌との連携にも務める。

【学校紹介に係るシリーズ企画への協力・掲載】
高等学校・大学を紹介するシリーズ企画がある場合は、高等専門学校も同

様に扱ってもらうよう依頼する。

【連載記事の企画・相談】
報道機関との信頼関係を築いたうえで、学校の活動を紹介する連載企画な

どの掲載について相談を持ちかける。



1 函館工業高等専門学校 １名 呉工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

2 苫小牧工業高等専門学校 １名 一関工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

3 釧路工業高等専門学校 １名 苫小牧工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

4 旭川工業高等専門学校 １名 八代工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

5 八戸工業高等専門学校 １名 宮城工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

6 一関工業高等専門学校 １名 沼津工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

7 宮城工業高等専門学校 １名 仙台電波工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

8 仙台電波工業高等専門学校 １名 群馬工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２１年３月３１日 ３年間

9 鶴岡工業高等専門学校 １名 徳山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

10 茨城工業高等専門学校 １名 津山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

11 群馬工業高等専門学校 １名 長野工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

12 木更津工業高等専門学校 １名 明石工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

13 東京工業高等専門学校 １名 木更津工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

14 富山商船高等専門学校 １名 鹿児島工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

15 石川工業高等専門学校 １名 岐阜工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

16 福井工業高等専門学校 １名 沼津工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

17 長野工業高等専門学校 １名 群馬工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

18 岐阜工業高等専門学校 １名 久留米工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

19 沼津工業高等専門学校 １名 米子工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２１年３月３１日 ３年以上

20 豊田工業高等専門学校 １名 一関工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

21 鳥羽商船高等専門学校 １名 鈴鹿工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

22 明石工業高等専門学校 １名 群馬工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

23 舞鶴工業高等専門学校 １名 和歌山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

24 和歌山工業高等専門学校 １名 徳山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

25 米子工業高等専門学校 １名 鳥羽商船高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

26 松江工業高等専門学校 １名 東京工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

27 津山工業高等専門学校 １名 長野工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

28 広島商船高等専門学校 １名 高知工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

29 徳山工業高等専門学校 １名 明石工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

30 宇部工業高等専門学校 １名 徳山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

受入れ校

平成１８年度　高専間教員交流制度　派遣受入状況

項番 派遣校 派遣者数 派遣期間



受入れ校

平成１８年度　高専間教員交流制度　派遣受入状況

項番 派遣校 派遣者数 派遣期間

31 大島商船高等専門学校 １名 明石工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

32 阿南工業高等専門学校 １名 奈良工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

33 詫間電波工業高等専門学校 １名 東京工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

34 新居浜工業高等専門学校 １名 呉工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

35 弓削商船高等専門学校 １名 詫間電波工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

36 高知工業高等専門学校 １名 阿南工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

37 有明工業高等専門学校 １名 八代工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

有明工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

久留米工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

39 熊本電波工業高等専門学校 １名 富山工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

40 八代工業高等専門学校 １名 有明工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成２０年３月３１日 ２年間

41 鹿児島工業高等専門学校 １名 有明工業高等専門学校 平成１８年４月１日 平成１９年３月３１日 １年間

合計 ４１校 ４２名

佐世保工業高等専門学校 ２名38



 

教員の博士・修士の取得状況の推移（平成１５年～１７年度） 
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専門科目（一般科目理系含む） 一般科目  

博士の学位を持つ者や技術士

等の職業上の高度の資格を持

つ者 

修士以上の学位を持つ者や民

間企業等における経験を通 

して高度な実務能力を持つ者 

平成１５年度末 ６６．５ ７３．７ 

平成１６年度末 ６９．９ ７７．０ 

平成１７年度末 ７３．０ ８２．５ 

50
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100

平成１５年度末 平成１６年度末 平成１７年度末

博士の学位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ者

修士以上の学位を持つ者や民間企業等における経験を通して高度な実務能力を持つ者
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男子（人） 4,669 4,029 4,669 4,049 86.3% 86.7% 3,582 3,099 7,164 5,890 86.5% 82.2% 1,212 1,130 3,636 2,962 93.2% 81.5% 135 123 540 433 91.1% 80.2% 9,598 8,381 16,009 13,334 87.3% 83.3%

女子（人） 1,232 910 1,232 903 73.9% 73.3% 903 686 1,806 1,255 76.0% 69.5% 76 64 228 140 84.2% 61.4% 6 6 24 19 100.0% 79.2% 2,217 1,666 3,290 2,317 75.1% 70.4%

合計（人） 5,901 4,939 5,901 4,952 83.7% 83.9% 4,485 3,785 8,970 7,145 84.4% 79.7% 1,288 1,194 3,864 3,102 92.7% 80.3% 141 129 564 452 91.5% 80.1% 11,815 10,047 19,299 15,651 85.0% 81.1%

男子（人） 16 15 16 15 93.8% 93.8% 37 37 74 66 100.0% 89.2% 37 34 111 92 91.9% 82.9% 90 86 201 173 95.6% 86.1%

女子（人） 32 27 32 27 84.4% 84.4% 32 27 32 27 84.4% 84.4%

合計（人） 48 42 48 42 87.5% 87.5% 37 37 74 66 100.0% 89.2% 37 34 111 92 91.9% 82.9% 122 113 233 200 92.6% 85.8%

男子（人） 30 30 30 30 100.0% 100.0% 88 88 176 176 100.0% 100.0% 52 52 156 128 100.0% 82.1% 170 170 362 334 100.0% 92.3%

女子（人） 60 59 60 59 98.3% 98.3% 60 59 60 59 98.3% 98.3%

合計（人） 90 89 90 89 98.9% 98.9% 88 88 176 176 100.0% 100.0% 52 52 156 128 100.0% 82.1% 230 229 422 393 99.6% 93.1%

男子（人） 75 69 75 69 92.0% 92.0% 65 65 130 124 100.0% 95.4% 39 38 117 102 97.4% 87.2% 179 172 322 295 96.1% 91.6%

女子（人） 26 25 26 25 96.2% 96.2% 11 11 22 22 100.0% 100.0% 37 36 48 47 97.3% 97.9%

合計（人） 101 94 101 94 93.1% 93.1% 76 76 152 146 100.0% 96.1% 39 38 117 102 97.4% 87.2% 216 208 370 342 96.3% 92.4%

男子（人） 123 116 123 116 94.3% 94.3% 47 47 141 110 100.0% 78.0% 170 163 264 226 95.9% 85.6%

女子（人） 35 12 35 12 34.3% 34.3% 35 12 35 12 34.3% 34.3%

合計（人） 158 128 158 128 81.0% 81.0% 47 47 141 110 100.0% 78.0% 205 175 299 238 85.4% 79.6%

男子（人） 19 18 19 18 94.7% 94.7% 38 36 76 71 94.7% 93.4% 131 107 393 290 81.7% 73.8% 188 161 488 379 85.6% 77.7%

女子（人） 2 2 2 2 100.0% 100.0% 32 23 64 46 71.9% 71.9% 2 2 6 2 100.0% 33.3% 36 27 72 50 75.0% 69.4%

合計（人） 21 20 21 20 95.2% 95.2% 70 59 140 117 84.3% 83.6% 133 109 399 292 82.0% 73.2% 224 188 560 429 83.9% 76.6%

男子（人） 57 52 57 52 91.2% 91.2% 76 74 152 142 97.4% 93.4% 31 31 93 89 100.0% 95.7% 164 157 302 283 95.7% 93.7%

女子（人） 22 22 22 22 100.0% 100.0% 9 9 18 16 100.0% 88.9% 31 31 40 38 100.0% 95.0%

合計（人） 79 74 79 74 93.7% 93.7% 85 83 170 158 97.6% 92.9% 31 31 93 89 100.0% 95.7% 195 188 342 321 96.4% 93.9%

男子（人） 25 25 25 45 100.0% 180.0% 46 46 92 89 100.0% 96.7% 71 71 117 134 100.0% 114.5%

女子（人） 61 61 61 47 100.0% 77.0% 9 9 18 17 100.0% 94.4% 70 70 79 64 100.0% 81.0%

合計（人） 86 86 86 92 100.0% 107.0% 55 55 110 106 100.0% 96.4% 141 141 196 198 100.0% 101.0%

男子（人） 68 38 68 38 55.9% 55.9% 81 50 162 99 61.7% 61.1% 149 88 230 137 59.1% 59.6%

女子（人） 25 11 50 21 44.0% 42.0% 25 11 50 21 44.0% 42.0%

合計（人） 68 38 68 38 55.9% 55.9% 106 61 212 120 57.5% 56.6% 174 99 280 158 56.9% 56.4%

男子（人） 64 59 64 59 92.2% 92.2% 77 76 154 114 98.7% 74.0% 141 135 218 173 95.7% 79.4%

女子（人） 17 9 17 9 52.9% 52.9% 14 10 28 17 71.4% 60.7% 31 19 45 26 61.3% 57.8%

合計（人） 81 68 81 68 84.0% 84.0% 91 86 182 131 94.5% 72.0% 172 154 263 199 89.5% 75.7%

男子（人） 144 144 144 144 100.0% 100.0% 29 26 58 52 89.7% 89.7% 74 68 222 204 91.9% 91.9% 247 238 424 400 96.4% 94.3%

女子（人） 15 9 15 9 60.0% 60.0% 9 8 18 15 88.9% 83.3% 24 17 33 24 70.8% 72.7%

合計（人） 159 153 159 153 96.2% 96.2% 38 34 76 67 89.5% 88.2% 74 68 222 204 91.9% 91.9% 271 255 457 424 94.1% 92.8%

男子（人） 49 48 49 48 98.0% 98.0% 59 43 118 85 72.9% 72.0% 108 91 167 133 84.3% 79.6%

女子（人） 27 23 27 23 85.2% 85.2% 25 15 50 29 60.0% 58.0% 52 38 77 52 73.1% 67.5%

合計（人） 76 71 76 71 93.4% 93.4% 84 58 168 114 69.0% 67.9% 160 129 244 185 80.6% 75.8%

10 鶴岡工業高専

11 福島工業高専

08 仙台電波工業高専

09 秋田工業高専

06 一関工業高専

07 宮城工業高専

04 旭川工業高専

05 八戸工業高専

02 苫小牧工業高専

03 釧路工業高専

学生寄宿舎の利用現況等（平成１７年１２月１日現在）

学校
番号 学校名 男女別

１人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋

01 函館工業高専

合計

全　　　　　体
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学校
番号 学校名 男女別

１人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋 合計

男子（人） 100 98 100 98 98.0% 98.0% 35 28 70 56 80.0% 80.0% 135 126 170 154 93.3% 90.6%

女子（人） 55 37 55 37 67.3% 67.3% 55 37 55 37 67.3% 67.3%

合計（人） 155 135 155 135 87.1% 87.1% 35 28 70 56 80.0% 80.0% 190 163 225 191 85.8% 84.9%

男子（人） 35 19 35 19 54.3% 54.3% 79 47 158 59 59.5% 37.3% 22 14 88 30 63.6% 34.1% 136 80 281 108 58.8% 38.4%

女子（人） 15 13 15 13 86.7% 86.7% 15 14 30 19 93.3% 63.3% 30 27 45 32 90.0% 71.1%

合計（人） 50 32 50 32 64.0% 64.0% 94 61 188 78 64.9% 41.5% 22 14 88 30 63.6% 34.1% 166 107 326 140 64.5% 42.9%

男子（人） 102 90 102 90 88.2% 88.2% 24 18 48 36 75.0% 75.0% 126 108 150 126 85.7% 84.0%

女子（人） 31 26 31 26 83.9% 83.9% 7 4 14 8 57.1% 57.1% 38 30 45 34 78.9% 75.6%

合計（人） 133 116 133 116 87.2% 87.2% 31 22 62 44 71.0% 71.0% 164 138 195 160 84.1% 82.1%

男子（人） 74 69 74 69 93.2% 93.2% 134 130 268 229 97.0% 85.4% 208 199 342 298 95.7% 87.1%

女子（人） 40 39 40 39 97.5% 97.5% 40 39 40 39 97.5% 97.5%

合計（人） 114 108 114 108 94.7% 94.7% 134 130 268 229 97.0% 85.4% 248 238 382 337 96.0% 88.2%

男子（人） 93 89 93 89 95.7% 95.7% 16 16 32 46 100.0% 143.8% 109 105 125 135 96.3% 108.0%

女子（人） 10 8 10 8 80.0% 80.0% 10 9 20 9 90.0% 45.0% 20 17 30 17 85.0% 56.7%

合計（人） 103 97 103 97 94.2% 94.2% 26 25 52 55 96.2% 105.8% 129 122 155 152 94.6% 98.1%

男子（人） 122 121 122 121 99.2% 99.2% 33 33 66 96 100.0% 145.5% 15 15 45 45 100.0% 100.0% 2 2 8 8 100.0% 100.0% 172 171 241 270 99.4% 112.0%

女子（人） 13 13 13 14 100.0% 107.7% 10 10 20 28 100.0% 140.0% 23 23 33 42 100.0% 127.3%

合計（人） 135 134 135 135 99.3% 100.0% 43 43 86 124 100.0% 144.2% 15 15 45 45 100.0% 100.0% 2 2 8 8 100.0% 100.0% 195 194 274 312 99.5% 113.9%

男子（人） 30 30 30 30 100.0% 100.0% 48 48 96 95 100.0% 99.0% 78 78 126 125 100.0% 99.2%

女子（人） 14 12 14 12 85.7% 85.7% 19 13 38 26 68.4% 68.4% 33 25 52 38 75.8% 73.1%

合計（人） 44 42 44 42 95.5% 95.5% 67 61 134 121 91.0% 90.3% 111 103 178 163 92.8% 91.6%

男子（人） 139 128 139 128 92.1% 92.1% 38 32 76 64 84.2% 84.2% 177 160 215 192 90.4% 89.3%

女子（人） 39 33 78 66 84.6% 84.6% 10 2 30 6 20.0% 20.0% 49 35 108 72 71.4% 66.7%

合計（人） 139 128 139 128 92.1% 92.1% 77 65 154 130 84.4% 84.4% 10 2 30 6 20.0% 20.0% 226 195 323 264 86.3% 81.7%

男子（人） 122 119 122 119 97.5% 97.5% 32 31 64 62 96.9% 96.9% 154 150 186 181 97.4% 97.3%

女子（人） 33 32 66 53 97.0% 80.3% 33 32 66 53 97.0% 80.3%

合計（人） 122 119 122 119 97.5% 97.5% 65 63 130 115 96.9% 88.5% 187 182 252 234 97.3% 92.9%

男子（人） 164 155 164 155 94.5% 94.5% 15 15 30 30 100.0% 100.0% 179 170 194 185 95.0% 95.4%

女子（人） 46 43 46 43 93.5% 93.5% 46 43 46 43 93.5% 93.5%

合計（人） 210 198 210 198 94.3% 94.3% 15 15 30 30 100.0% 100.0% 225 213 240 228 94.7% 95.0%

男子（人） 244 239 244 239 98.0% 98.0% 68 68 136 133 100.0% 97.8% 312 307 380 372 98.4% 97.9%

女子（人） 28 23 28 23 82.1% 82.1% 11 11 22 22 100.0% 100.0% 39 34 50 45 87.2% 90.0%

合計（人） 272 262 272 262 96.3% 96.3% 79 79 158 155 100.0% 98.1% 351 341 430 417 97.2% 97.0%

男子（人） 129 127 129 127 98.4% 98.4% 30 30 60 54 100.0% 90.0% 24 24 72 69 100.0% 95.8% 5 5 20 20 100.0% 100.0% 188 186 281 270 98.9% 96.1%

女子（人） 26 26 52 48 100.0% 92.3% 26 26 52 48 100.0% 92.3%

合計（人） 129 127 129 127 98.4% 98.4% 56 56 112 102 100.0% 91.1% 24 24 72 69 100.0% 95.8% 5 5 20 20 100.0% 100.0% 214 212 333 318 99.1% 95.5%

男子（人） 194 194 194 194 100.0% 100.0% 151 150 302 299 99.3% 99.0% 345 344 496 493 99.7% 99.4%

女子（人） 28 22 28 22 78.6% 78.6% 24 21 48 42 87.5% 87.5% 52 43 76 64 82.7% 84.2%

合計（人） 222 216 222 216 97.3% 97.3% 175 171 350 341 97.7% 97.4% 397 387 572 557 97.5% 97.4%

24 沼津工業高専

22 長野工業高専

23 岐阜工業高専

20 石川工業高専

21 福井工業高専

18 富山工業高専

19 富山商船高専

16 東京工業高専

17 長岡工業高専

14 群馬工業高専

15 木更津工業高専

12 茨城工業高専

13 小山工業高専
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学校
番号 学校名 男女別

１人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋 合計

男子（人） 11 11 11 11 100.0% 100.0% 121 121 242 242 100.0% 100.0% 52 52 156 155 100.0% 99.4% 13 13 52 52 100.0% 100.0% 197 197 461 460 100.0% 99.8%

女子（人） 33 33 99 94 100.0% 94.9% 33 33 99 94 100.0% 94.9%

合計（人） 11 11 11 11 100.0% 100.0% 121 121 242 242 100.0% 100.0% 85 85 255 249 100.0% 97.6% 13 13 52 52 100.0% 100.0% 230 230 560 554 100.0% 98.9%

男子（人） 53 48 53 48 90.6% 90.6% 46 24 92 48 52.2% 52.2% 99 72 145 96 72.7% 66.2%

女子（人） 35 16 35 16 45.7% 45.7% 35 16 35 16 45.7% 45.7%

合計（人） 88 64 88 64 72.7% 72.7% 46 24 92 48 52.2% 52.2% 134 88 180 112 65.7% 62.2%

男子（人） 161 130 161 130 80.7% 80.7% 12 9 24 18 75.0% 75.0% 52 51 156 153 98.1% 98.1% 225 190 341 301 84.4% 88.3%

女子（人） 30 26 30 26 86.7% 86.7% 31 24 62 48 77.4% 77.4% 61 50 92 74 82.0% 80.4%

合計（人） 191 156 191 156 81.7% 81.7% 43 33 86 66 76.7% 76.7% 52 51 156 153 98.1% 98.1% 286 240 433 375 83.9% 86.6%

男子（人） 31 27 31 27 87.1% 87.1% 152 151 304 286 99.3% 94.1% 9 9 27 26 100.0% 96.3% 36 34 144 132 94.4% 91.7% 228 221 506 471 96.9% 93.1%

女子（人） 8 6 8 12 75.0% 150.0% 24 21 48 40 87.5% 83.3% 32 27 56 52 84.4% 92.9%

合計（人） 39 33 39 39 84.6% 100.0% 176 172 352 326 97.7% 92.6% 9 9 27 26 100.0% 96.3% 36 34 144 132 94.4% 91.7% 260 248 562 523 95.4% 93.1%

男子（人） 12 10 12 10 83.3% 83.3% 37 34 74 61 91.9% 82.4% 21 21 63 50 100.0% 79.4% 6 5 24 15 83.3% 62.5% 76 70 173 136 92.1% 78.6%

女子（人） 4 2 4 2 50.0% 50.0% 14 6 28 6 42.9% 21.4% 18 8 32 8 44.4% 25.0%

合計（人） 16 12 16 12 75.0% 75.0% 51 40 102 67 78.4% 65.7% 21 21 63 50 100.0% 79.4% 6 5 24 15 83.3% 62.5% 94 78 205 144 83.0% 70.2%

男子（人） 115 94 115 94 81.7% 81.7% 13 13 26 21 100.0% 80.8% 128 107 141 115 83.6% 81.6%

女子（人）

合計（人） 115 94 115 94 81.7% 81.7% 13 13 26 21 100.0% 80.8% 128 107 141 115 83.6% 81.6%

男子（人） 146 144 146 144 98.6% 98.6% 158 157 316 311 99.4% 98.4% 304 301 462 455 99.0% 98.5%

女子（人） 29 28 58 64 96.6% 110.3% 29 28 58 64 96.6% 110.3%

合計（人） 146 144 146 144 98.6% 98.6% 187 185 374 375 98.9% 100.3% 333 329 520 519 98.8% 99.8%

男子（人） 106 104 106 104 98.1% 98.1% 23 22 46 44 95.7% 95.7% 33 31 99 83 93.9% 83.8% 162 157 251 231 96.9% 92.0%

女子（人） 31 28 31 28 90.3% 90.3% 26 20 52 28 76.9% 53.8% 57 48 83 56 84.2% 67.5%

合計（人） 137 132 137 132 96.4% 96.4% 49 42 98 72 85.7% 73.5% 33 31 99 83 93.9% 83.8% 219 205 334 287 93.6% 85.9%

男子（人） 2 1 2 1 50.0% 50.0% 135 129 270 240 95.6% 88.9% 38 31 114 86 81.6% 75.4% 175 161 386 327 92.0% 84.7%

女子（人） 28 9 28 9 32.1% 32.1% 34 24 68 46 70.6% 67.6% 62 33 96 55 53.2% 57.3%

合計（人） 30 10 30 10 33.3% 33.3% 169 153 338 286 90.5% 84.6% 38 31 114 86 81.6% 75.4% 237 194 482 382 81.9% 79.3%

男子（人） 88 80 176 160 90.9% 90.9% 47 47 141 151 100.0% 107.1% 135 127 317 311 94.1% 98.1%

女子（人） 20 14 20 14 70.0% 70.0% 10 4 20 8 40.0% 40.0% 30 18 40 22 60.0% 55.0%

合計（人） 20 14 20 14 70.0% 70.0% 98 84 196 168 85.7% 85.7% 47 47 141 151 100.0% 107.1% 165 145 357 333 87.9% 93.3%

男子（人） 95 86 95 86 90.5% 90.5% 76 65 152 129 85.5% 84.9% 171 151 247 215 88.3% 87.0%

女子（人） 33 16 66 31 48.5% 47.0% 33 16 66 31 48.5% 47.0%

合計（人） 95 86 95 86 90.5% 90.5% 109 81 218 160 74.3% 73.4% 204 167 313 246 81.9% 78.6%

男子（人） 159 154 159 154 96.9% 96.9% 55 49 110 97 89.1% 88.2% 214 203 269 251 94.9% 93.3%

女子（人） 36 36 36 36 100.0% 100.0% 11 6 22 12 54.5% 54.5% 47 42 58 48 89.4% 82.8%

合計（人） 195 190 195 190 97.4% 97.4% 66 55 132 109 83.3% 82.6% 261 245 327 299 93.9% 91.4%

男子（人） 54 35 54 35 64.8% 64.8% 33 31 66 62 93.9% 93.9% 87 66 120 97 75.9% 80.8%

女子（人） 14 9 14 9 64.3% 64.3% 5 5 10 10 100.0% 100.0% 19 14 24 19 73.7% 79.2%

合計（人） 68 44 68 44 64.7% 64.7% 38 36 76 72 94.7% 94.7% 106 80 144 116 75.5% 80.6%

36 呉工業高専

37 徳山工業高専

34 津山工業高専

35 広島商船高専

32 米子工業高専

33 松江工業高専

30 奈良工業高専

31 和歌山工業高専

28 舞鶴工業高専

29 明石工業高専

26 鳥羽商船高専

27 鈴鹿工業高専

25 豊田工業高専
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学校
番号 学校名 男女別

１人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋 合計

男子（人） 52 37 104 37 71.2% 35.6% 100 94 300 210 94.0% 70.0% 152 131 404 247 86.2% 61.1%

女子（人） 6 2 12 2 33.3% 16.7% 28 27 84 38 96.4% 45.2% 34 29 96 40 85.3% 41.7%

合計（人） 44 39 116 39 88.6% 33.6% 127 121 384 248 95.3% 64.6% 186 160 500 287 86.0% 57.4%

男子（人） 52 19 52 19 36.5% 36.5% 87 67 174 113 77.0% 64.9% 139 86 226 132 61.9% 58.4%

女子（人） 39 10 39 10 25.6% 25.6% 44 24 88 38 54.5% 43.2% 83 34 127 48 41.0% 37.8%

合計（人） 91 29 91 29 31.9% 31.9% 131 91 262 151 69.5% 57.6% 222 120 353 180 54.1% 51.0%

男子（人） 14 14 14 14 100.0% 100.0% 44 27 88 53 61.4% 60.2% 107 96 321 286 89.7% 89.1% 165 137 423 353 83.0% 83.5%

女子（人） 27 25 27 25 92.6% 92.6% 17 16 34 32 94.1% 94.1% 44 41 61 57 93.2% 93.4%

合計（人） 41 39 41 39 95.1% 95.1% 61 43 122 85 70.5% 69.7% 107 96 321 286 89.7% 89.1% 209 178 484 410 85.2% 84.7%

男子（人） 90 78 90 78 86.7% 86.7% 25 21 50 40 84.0% 80.0% 115 99 140 118 86.1% 84.3%

女子（人） 24 15 24 15 62.5% 62.5% 8 2 16 4 25.0% 25.0% 32 17 40 19 53.1% 47.5%

合計（人） 114 93 114 93 81.6% 81.6% 33 23 66 44 69.7% 66.7% 147 116 180 137 78.9% 76.1%

男子（人） 20 6 20 6 30.0% 30.0% 261 84 522 138 32.2% 26.4% 281 90 542 144 32.0% 26.6%

女子（人） 12 5 12 5 41.7% 41.7% 38 24 76 40 63.2% 52.6% 50 29 88 45 58.0% 51.1%

合計（人） 32 11 32 11 34.4% 34.4% 299 108 598 178 36.1% 29.8% 331 119 630 189 36.0% 30.0%

男子（人） 128 109 128 109 85.2% 85.2% 102 102 306 175 100.0% 57.2% 230 211 434 284 91.7% 65.4%

女子（人） 24 6 24 6 25.0% 25.0% 18 10 36 20 55.6% 55.6% 42 16 60 26 38.1% 43.3%

合計（人） 152 115 152 115 75.7% 75.7% 18 10 36 20 55.6% 55.6% 102 102 306 175 100.0% 57.2% 272 227 494 310 83.5% 62.8%

男子（人） 209 182 209 182 87.1% 87.1% 32 31 64 60 96.9% 93.8% 241 213 273 242 88.4% 88.6%

女子（人） 57 36 57 36 63.2% 63.2% 57 36 57 36 63.2% 63.2%

合計（人） 266 218 266 218 82.0% 82.0% 32 31 64 60 96.9% 93.8% 298 249 330 278 83.6% 84.2%

男子（人） 6 3 6 3 50.0% 50.0% 85 76 170 137 89.4% 80.6% 29 22 87 60 75.9% 69.0% 49 49 196 172 100.0% 87.8% 169 150 459 372 88.8% 81.0%

女子（人） 1 0 1 0 0.0% 0.0% 34 29 68 46 85.3% 67.6% 3 0 9 0 0.0% 0.0% 6 6 24 19 100.0% 79.2% 44 35 102 65 79.5% 63.7%

合計（人） 7 3 7 3 42.9% 42.9% 119 105 238 183 88.2% 76.9% 32 22 96 60 68.8% 62.5% 55 55 220 191 100.0% 86.8% 213 185 561 437 86.9% 77.9%

男子（人） 92 53 92 53 57.6% 57.6% 59 39 118 77 66.1% 65.3% 151 92 210 130 60.9% 61.9%

女子（人）

合計（人） 92 53 92 53 57.6% 57.6% 59 39 118 77 66.1% 65.3% 151 92 210 130 60.9% 61.9%

男子（人） 83 67 83 67 80.7% 80.7% 16 15 32 30 93.8% 93.8% 28 26 84 63 92.9% 75.0% 127 108 199 160 85.0% 80.4%

女子（人） 36 36 36 36 100.0% 100.0% 15 10 30 14 66.7% 46.7% 51 46 66 50 90.2% 75.8%

合計（人） 119 103 119 103 86.6% 86.6% 31 25 62 44 80.6% 71.0% 28 26 84 63 92.9% 75.0% 178 154 265 210 86.5% 79.2%

男子（人） 105 93 105 93 88.6% 88.6% 16 15 32 28 93.8% 87.5% 121 108 137 121 89.3% 88.3%

女子（人） 28 26 28 26 92.9% 92.9% 28 26 28 26 92.9% 92.9%

合計（人） 133 119 133 119 89.5% 89.5% 16 15 32 28 93.8% 87.5% 149 134 165 147 89.9% 89.1%

男子（人） 65 64 65 64 98.5% 98.5% 34 29 68 58 85.3% 85.3% 83 72 249 215 86.7% 86.3% 2 1 8 4 50.0% 50.0% 184 166 390 341 90.2% 87.4%

女子（人） 40 29 80 58 72.5% 72.5% 40 29 80 58 72.5% 72.5%

合計（人） 65 64 65 64 98.5% 98.5% 74 58 148 116 78.4% 78.4% 83 72 249 215 86.7% 86.3% 2 1 8 4 50.0% 50.0% 224 195 470 399 87.1% 84.9%

男子（人） 81 47 81 47 58.0% 58.0% 45 26 90 51 57.8% 56.7% 126 73 171 98 57.9% 57.3%

女子（人） 29 16 29 16 55.2% 55.2% 29 16 29 16 55.2% 55.2%

合計（人） 110 63 110 63 57.3% 57.3% 45 26 90 51 57.8% 56.7% 155 89 200 114 57.4% 57.0%

50 熊本電波工業高専

48 北九州工業高専

49 佐世保工業高専

46 久留米高専

47 有明工業高専

44 弓削商船高専

45 高知工業高専

42 詫間電波高専

43 新居浜工業高専

40 阿南工業高専

41 高松工業高専

38 宇部工業高専

39 大島商船高専
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学校
番号 学校名 男女別

１人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋 合計

男子（人） 110 108 110 108 98.2% 98.2% 92 84 184 167 91.3% 90.8% 30 29 90 58 96.7% 64.4% 232 221 384 333 95.3% 86.7%

女子（人） 42 39 42 39 92.9% 92.9% 24 23 48 46 95.8% 95.8% 66 62 90 85 93.9% 94.4%

合計（人） 152 147 152 147 96.7% 96.7% 116 107 232 213 92.2% 91.8% 30 29 90 58 96.7% 64.4% 298 283 474 418 95.0% 88.2%

男子（人） 74 53 74 53 71.6% 71.6% 83 82 166 149 98.8% 89.8% 157 135 240 202 86.0% 84.2%

女子（人） 22 7 22 7 31.8% 31.8% 29 17 58 27 58.6% 46.6% 51 24 80 34 47.1% 42.5%

合計（人） 96 60 96 60 62.5% 62.5% 112 99 224 176 88.4% 78.6% 208 159 320 236 76.4% 73.8%

男子（人） 12 12 12 12 100.0% 100.0% 142 133 284 258 93.7% 90.8% 154 145 296 270 94.2% 91.2%

女子（人） 2 0 2 0 0.0% 0.0% 43 37 86 52 86.0% 60.5% 45 37 88 52 82.2% 59.1%

合計（人） 14 12 14 12 85.7% 85.7% 185 170 370 310 91.9% 83.8% 199 182 384 322 91.5% 83.9%

男子（人） 65 63 65 63 96.9% 96.9% 201 201 402 379 100.0% 94.3% 31 31 93 62 100.0% 66.7% 297 295 560 504 99.3% 90.0%

女子（人） 6 5 6 5 83.3% 83.3% 22 20 44 39 90.9% 88.6% 28 25 50 44 89.3% 88.0%

合計（人） 71 68 71 68 95.8% 95.8% 223 221 446 418 99.1% 93.7% 31 31 93 62 100.0% 66.7% 325 320 610 548 98.5% 89.8%

男子（人） 300 122 300 122 40.7% 40.7% 60 60 120 119 100.0% 99.2% 360 182 420 241 50.6% 57.4%

女子（人） 100 53 100 53 53.0% 53.0% 20 20 40 40 100.0% 100.0% 120 73 140 93 60.8% 66.4%

合計（人） 400 175 400 175 43.8% 43.8% 80 80 160 159 100.0% 99.4% 480 255 560 334 53.1% 59.6%

注） 長岡高専の部屋数については災害復旧工事期間中のため、

３人部屋の入寮者数は新潟大学の和光寮に入寮していた人数を示す。

また、4号館談話室(1,3F)2部屋を4人部屋として使用していた。本来は４人部屋は無し。

54 鹿児島工業高専

55 沖縄工業高専

52 大分工業高専

53 都城工業高専

51 八代工業高専



平成１５年度

対前年度比 対前年度比

件数（件） 339 409 120.6% 514 125.7%

金額（千円） 245,558 287,556 117.1% 331,588 115.3%

件数（件） 107 155 144.9% 192 123.9%

金額（千円） 256,114 412,742 161.2% 437,414 106.0%

件数（件） 1,638 1,641 100.2% 1,591 97.0%

金額（千円） 35,161 30,988 88.1% 41,955 135.4%

件数（件） 2,084 2,205 105.8% 2,297 104.2%

金額（千円） 536,833 731,286 136.2% 810,957 110.9%

民間との共同研究

受託研究

受託試験

合計

共同研究、受託研究、受託試験の受入れ件数・金額の推移

平成１６年度 平成１７年度



 

高等専門学校の事務組織２課体制への移行について 
 

 

 

 
１．背景等 

各高専においては、これまでの数次にわたる定員（人員）削減の影響に
より、高専の業務運営を取り巻く環境は厳しい状況にある。ついては、今後、
高専において充実が求められる業務の遂行や、事務の効率化などの観点
を踏まえ、各高専の事務組織の在り方や、機構事務局と各高専事務部との
役割分担について検討する必要がある。 

 
 
 
２．２課体制移行の内容（別紙参照） 

高専の管理部門である庶務課と会計課を総務課として統合し、２課体制
にすることで、より効率的な管理運営体制を構築するとともに、再編により
発生した人員を、求められている業務への再配置及び職員数削減に活用
する。 

 
 
 
３．組織再編の時期 
  平成１８年度から平成２０年度までの間に、順次再編を行うこととする。 
   

（参考）平成１８年４月時点で移行完了高専→１３高専 
（函館、小山、石川、長野、沼津、和歌山、津山、広島商船、高松、詫間電波、
新居浜、八代、鹿児島） 

 



独立行政法人国立高等学校機構の役員の報酬等の支給状況について

１　役員の報酬等の支給状況

平成１７年度年間報酬等の総額
報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

17,861 12,811 4,280 768 （都市手当）H17.8.10 H17.8.9

千円 千円 千円 千円

76,735 53,544 21,720
986
249
234

(都市手当）
（通勤手当）

（寒冷地手当）
千円 千円 千円 千円

204 0 0 204 （非常勤役員手当）

千円 千円 千円 千円

16,377 10,860 4,577 651
289

（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

204 0 0 204 （非常勤役員手当）

注：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。

２　基準値に比べて報酬等の増減がなされた役員

　　　　増減の範囲 　増減を行った理由

（参考）　平成17年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

役名 就任・退任の状況
その他（内容）

法人の長

理事
（5人）

理事
（非常勤）
（1人）

該当者なし

監事
（1人）

監事
（非常勤）
（1人）

当機構役員給与規則で文部科学省に置かれる独立行政法人評価委員会
における前年度の機構の業績評価を参考に、その者の職務実績に応じて、
賞与（期末特別手当）を１００分の１０の範囲内で増減することができることと
している。平成17年度については、平成16年度の業績評価を参考に、検討
した結果、賞与の増減は行わないこととした。

役名
千円

千円
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